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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体と、該支持体上に少なくとも感光層、及び表面保護層を有する電子写真感光体で
あって、
　前記表面保護層が、フィラー、電荷輸送物質、並びに下記一般式（１）及び（２）のい
ずれかで表される化合物を含有し、
　前記感光層が少なくとも電荷輸送物質を含有し、該感光層における電荷輸送物質が、前
記表面保護層における電荷輸送物質よりも小さい酸化電位を有し、かつ下記一般式（３）
で表される化合物であり、
　前記表面保護層がシクロペンタノンとテトラヒドロフランとを含有する表面保護層塗工
液から形成されることを特徴とする電子写真感光体。
【化１３６】

　ただし、前記一般式（１）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ
ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
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リール基のいずれかを表し、該Ｒ１及びＲ２の少なくとも１つは置換基を有していてもよ
いアリール基である。なお、Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を形
成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒは、置換基を有
していてもよいアリーレン基を表す。
【化１３７】

　ただし、前記一般式（２）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ
ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
リール基のいずれかを表し、該Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を
形成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒ１及びＡｒ２

は、それぞれ置換基を有していてもよいアリーレン基を表す。ｌ及びｍは、それぞれ０～
３の整数を表し、該ｌとｍが同時に０となることはない。ｎは１又は２の整数を表す。

【化１３８】

　ただし、前記一般式（３）中、Ｒ３～Ｒ６は、それぞれ水素原子、炭素数１～４のアル
キル基、炭素数１～４のアルコキシ基、及び置換基を有していてもよいフェニル基のいず
れかを表す。
　Ａは、置換基を有していてもよいアリーレン基、及び下記構造式（３－１）で表される
置換基のいずれかを表す。
【化１３９】

　ただし、前記構造式（３－１）中、Ｒ７、Ｒ８、及びＲ９は、水素原子、炭素数１～４
のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、及びフェニル基のいずれかを表し、該フェ
ニル基は更に置換基により置換されていてもよい。
　Ｂは、置換基を有していてもよいアリール基、及び下記構造式（３－２）で表される置
換基のいずれかを表す。

【化１４０】

　ただし、前記構造式（３－２）中、Ａｒ３は、置換基を有していてもよいアリーレン基
を表す。Ａｒ４及びＡｒ５は、それぞれ置換基を有していてもよいアリール基を表す。
【請求項２】
　感光層における電荷輸送物質が、下記一般式（４）で表されるジスチリルベンゼン誘導
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体である請求項１に記載の電子写真感光体。
【化１４１】

　ただし、前記一般式（４）中、Ｒ１０～Ｒ３５は、互いに同一であってもよいし、異な
っていてもよく、水素原子、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、
及び置換基を有していてもよいフェニル基のいずれかを表す。
【請求項３】
　表面保護層の形成後の乾燥温度が、１４０℃未満である請求項１から２のいずれかに記
載の電子写真感光体。
【請求項４】
　感光層が電荷発生物質を含有し、該電荷発生物質がチタニルフタロシアニン顔料を含有
する請求項１から３のいずれかに記載の電子写真感光体。
【請求項５】
　チタニルフタロシアニン顔料が、ＣｕＫα特性Ｘ線（１．５４２Å）を用いたＸ線回折
スペクトルにおいて、ブラック角度（２θ±０．２°）のうちの少なくとも２７．２°に
最大強度の回折ピークを有し、９．４°、９．６°、２４．０°に主要ピークを有し、７
．３°に最小角度の回折ピークを有し、前記７．３°と９．４°との間に回折ピークを有
さず、２６．３°に回折ピークを有さない請求項４に記載の電子写真感光体。
【請求項６】
　表面保護層における電荷輸送物質の酸化電位と、感光層における電荷輸送物質の酸化電
位との差が０．０１Ｖ～０．２０Ｖである請求項１から５のいずれかに記載の電子写真感
光体。
【請求項７】
　フィラーが、金属酸化物から選択される少なくとも１種を含有する請求項１から６のい
ずれかに記載の電子写真感光体。
【請求項８】
　フィラーの平均一次粒径が、０．０１μｍ～１．０μｍである請求項１から７のいずれ
かに記載の電子写真感光体。
【請求項９】
　フィラーの表面保護層における含有量が、５質量％～５０質量％である請求項１から８
のいずれかに記載の電子写真感光体。
【請求項１０】
　表面保護層が、酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物を含有
する請求項１から９のいずれかに記載の電子写真感光体。
【請求項１１】
　表面保護層の厚みが、０．１μｍ～１０μｍである請求項１から１０のいずれかに記載
の電子写真感光体。
【請求項１２】
　感光層が電荷発生層と電荷輸送層とを有し、該電荷輸送層が、一般式（３）及び（４）
のいずれかで表される電荷輸送物質を含有する請求項２から１１のいずれかに記載の電子
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【請求項１３】
　支持体と、該支持体上に少なくとも感光層、及び表面保護層を有する電子写真感光体の
製造方法であって、
　前記表面保護層が、フィラー、電荷輸送物質、並びに下記一般式（１）及び（２）のい
ずれかで表される化合物を含有し、
　前記感光層が少なくとも電荷輸送物質を含有し、該感光層における電荷輸送物質が、前
記表面保護層における電荷輸送物質よりも小さい酸化電位を有し、かつ下記一般式（３）
で表される化合物であり、
　前記表面保護層がシクロペンタノンとテトラヒドロフランとを含有する表面保護層塗工
液から形成されることを特徴とする電子写真感光体の製造方法。
【化１３６】

　ただし、前記一般式（１）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ
ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
リール基のいずれかを表し、該Ｒ１及びＲ２の少なくとも１つは置換基を有していてもよ
いアリール基である。なお、Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を形
成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒは、置換基を有
していてもよいアリーレン基を表す。

【化１３７】

　ただし、前記一般式（２）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ
ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
リール基のいずれかを表し、該Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を
形成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒ１及びＡｒ２

は、それぞれ置換基を有していてもよいアリーレン基を表す。ｌ及びｍは、それぞれ０～
３の整数を表し、該ｌとｍが同時に０となることはない。ｎは１又は２の整数を表す。

【化１３８】

　ただし、前記一般式（３）中、Ｒ３～Ｒ６は、それぞれ水素原子、炭素数１～４のアル
キル基、炭素数１～４のアルコキシ基、及び置換基を有していてもよいフェニル基のいず
れかを表す。
　Ａは、置換基を有していてもよいアリーレン基、及び下記構造式（３－１）で表される
置換基のいずれかを表す。
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【化１３９】

　ただし、前記構造式（３－１）中、Ｒ７、Ｒ８、及びＲ９は、水素原子、炭素数１～４
のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、及びフェニル基のいずれかを表し、該フェ
ニル基は更に置換基により置換されていてもよい。
　Ｂは、置換基を有していてもよいアリール基、及び下記構造式（３－２）で表される置
換基のいずれかを表す。

【化１４０】

　ただし、前記構造式（３－２）中、Ａｒ３は、置換基を有していてもよいアリーレン基
を表す。Ａｒ４及びＡｒ５は、それぞれ置換基を有していてもよいアリール基を表す。
【請求項１４】
　電子写真感光体と、該電子写真感光体表面を帯電させる帯電手段と、帯電された電子写
真感光体表面を露光して静電潜像を形成する露光手段と、前記静電潜像をトナーを用いて
現像して可視像を形成する現像手段と、前記可視像を記録媒体に転写する転写手段と、前
記記録媒体に転写された転写像を定着させる定着手段とを少なくとも有する画像形成装置
であって、
　前記電子写真感光体が、請求項１から１２のいずれかに記載の電子写真感光体であるこ
とを特徴とする画像形成装置。
【請求項１５】
　複数の電子写真感光体を有し、それぞれの電子写真感光体上に現像された単色の可視像
を順次重ね合わせてカラー画像を形成する請求項１４に記載の画像形成装置。
【請求項１６】
　電子写真感光体上に現像された可視像を中間転写体上に一次転写した後、該中間転写体
上の可視像を記録媒体上に二次転写する中間転写手段を有し、複数色の可視像を中間転写
体上に順次重ね合わせてカラー画像を形成し、該カラー画像を前記記録媒体上に一括で二
次転写する請求項１４から１５のいずれかに記載の画像形成装置。
【請求項１７】
　帯電手段が、非接触で放電を行うコロナ方式の帯電手段である請求項１４から１６のい
ずれかに記載の画像形成装置。
【請求項１８】
　帯電手段、露光手段、現像手段、転写手段、クリーニング手段、及び除電手段から選択
される少なくとも１つの手段と、電子写真感光体とを有し、画像形成装置本体に着脱可能
なプロセスカートリッジであって、
　前記電子写真感光体が、請求項１から１２のいずれかに記載の電子写真感光体であるこ
とを特徴とするプロセスカートリッジ。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、複写機、静電印刷、プリンタ、ファクシミリ、静電記録等の電子写真方式の
画像形成に用いられる電子写真感光体及びその製造方法、並びに該電子写真感光体を用い
た画像形成装置及びプロセスカートリッジに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子写真方式による情報処理システム機の発展には目覚ましいものがある。特に
、情報をデジタル信号に変換して光によって情報記録を行うレーザープリンタ及びデジタ
ル複写機は、そのプリント品質、及び信頼性において向上が著しい。また、これらは高速
化技術との融合によりフルカラー印刷が可能なレーザープリンタ及びデジタル複写機へと
応用されてきている。このような背景から、要求される電子写真感光体（以下、「感光体
」と称することもある）の機能としては、高画質化及び高耐久化を両立させることが特に
重要な課題となっている。
【０００３】
　このような電子写真方式のレーザープリンタ及びデジタル複写機等に使用される感光体
としては、有機系の感光材料を用いた有機系感光体（ＯＰＣ）が、コスト、生産性、及び
無公害性等の理由から一般に広く用いられている。前記有機系感光体（ＯＰＣ）としては
、例えば（１）ポリビニルカルバゾ－ル（ＰＶＫ）に代表される光導電性樹脂を用いたも
の、（２）ＰＶＫ－ＴＮＦ（２，４，７－トリニトロフルオレノン）に代表される電荷移
動錯体型、（３）フタロシアニン－バインダーに代表される顔料分散型、（４）電荷発生
物質を含有する電荷発生層と電荷輸送物質を含有する電荷輸送層とを組み合わせた機能分
離型、などがある。
【０００４】
　しかし、前記有機系感光体（ＯＰＣ）は、繰り返し使用によって感光層の削れが発生し
やすく、このような感光層の削れが進むと、該感光体の帯電電位の低下、光感度の劣化、
感光体表面のキズなどによる地汚れ、画像濃度低下、又は画質劣化が促進される傾向が強
くなり、従来から感光体の耐摩耗性が大きな課題であった。また、近年では画像形成装置
の高速化及び装置の小型化に伴う感光体の小径化によって、感光体の高耐久化がより一層
重要な課題となっている。
　このような感光体の高耐久化を実現する方法としては、例えば感光体の最表面に表面保
護層を設け、該表面保護層に潤滑性を付与したり、硬化させたり、フィラーを含有させる
方法などが行われている。これらの中でも、表面保護層にフィラーを含有させる方法は、
感光体の高耐久化に対して有効な方法の一つである（例えば、特許文献１～６参照）。
【０００５】
　しかし、高耐久化のために表面保護層にフィラーを含有させた場合、抵抗が高くなり、
残留電位の上昇が顕著に見られる。この残留電位上昇は、フィラーが含有されていること
によって引き起こされる抵抗の増加及び電荷トラップサイトの増加による影響が大きい。
一方、導電性フィラーを用いた場合には、抵抗が低下し、残留電位の上昇の影響が比較的
小さいが、画像の輪郭がぼやける、所謂画像ボケが発生し、画像品質への影響が強く現れ
る。
　前記表面保護層にフィラーを含有させる方法により感光層の削れを抑えると、繰り返し
使用や周辺環境により生じるオゾン、ＮＯｘ、又はその他の酸化性物質が、表面保護層表
面に吸着し、繰り返し使用や使用環境によっては、表面保護層の低抵抗化を招き、画像流
れ（画像ボケ）等の問題を引き起こすことが知られている。
　従来は、このボケ発生物質が表面保護層と共に削りとられることにより、問題はある程
度回避されてきた。しかし、最近の更なる高解像、高耐久化要求に応えるには、新たな手
法を付与しなければならなくなってきている。酸化防止剤等の添加剤も有効な手段ではあ
るが、単なる添加剤は光導電性を有しないものであるから、表面保護層へのフィラーの多
量添加は、低感度化、残留電位上昇等の電子写真特性の問題を招いてしまう。
【０００６】
　画像ボケの発生を抑制するには感光体の表面抵抗が高い方が適しているが、一方では感
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光体の初期残留電位の低減及び繰り返し使用時の残留電位上昇を抑制するには表面及び膜
自体の抵抗が低い方が適していることから、双方でトレードオフの関係になっていること
が問題の解決を困難にしている。
　絶縁性の高いフィラーを用いた場合に多く見られる残留電位の増加は、電子写真方式の
画像形成装置内では明部電位が高いことにつながり、画像濃度及び階調性の低下を招くこ
とになる。それを補うためには暗部電位を高くする必要があるが、暗部電位を高くすると
電界強度が高くなり、地肌汚れ等の画像欠陥を生じさせるだけでなく、感光体の寿命をも
低下させることにつながる。
　このため、絶縁性の高いフィラーは使用しにくく、比較的残留電位の影響が少ない絶縁
性の低いフィラーを用い、それによって発生する画像ボケに対しては、感光体を加熱する
ドラムヒーターを搭載する手段が用いられている。感光体を加熱することによって画像ボ
ケの発生は抑制できるものの、この方法は画像形成装置の小型化、消費電力の低減、装置
の立ち上げ時間の短縮に対して大きな障害となっている。
【０００７】
　近年、省電力でオゾン発生量が少なく、コンパクト化が可能なローラ帯電方式の帯電手
段を用いたカラー画像形成装置が主流となっているが、更なる画像形成装置の高耐久化、
高速化のため、従来から使われてきた非接触のコロナ放電方式の帯電手段が見直されてい
る。しかし、前記コロナ放電方式の帯電手段では、放電による放電生成物（オゾン、ＮＯ
ｘ等）の発生量がローラ帯電方式よりも多く、高耐久化を図るため最表層にフィラーを含
有する感光体を用いると、画像ボケがより発生しやすくなる。
【０００８】
　また、高画質化を図るため、転写率を向上させて、文字中抜け及びベタ画像の転写ムラ
を低減する目的、更にクリーニングブレードによるクリーニング性を向上させる目的から
、電子写真感光体に潤滑剤を塗布して摩擦係数を低くする潤滑剤付与手段を備えた画像形
成装置が提案されている。このような潤滑剤付与手段を備えた画像形成装置は、別のメリ
ットとして感光体の摩耗量及び感光体フィルミングが低減され、感光体の長寿命化が実現
可能である。更に、高耐久化を図るために表面保護層にフィラーを含有する感光体と組み
合わせた場合には、潤滑剤付与手段の潤滑剤塗布量のバラツキによる感光体摩耗及び感光
体表面のキズに対する耐性が向上するため、表面保護層にフィラーを含有しない感光体に
比べて更なる高耐久化が可能となる。画像ボケの原因となるボケ発生物質が表面保護層と
共に削りとられることにより、問題はある程度回避されてきた。しかし、このような感光
体が削れにくい画像形成プロセスでは、更なる高耐久化のため、画像ボケに対する耐性及
び、感光体摩耗以外の静電特性安定性（残留電上昇の低減）が要求されている。
【０００９】
　以上のように、高耐久化を図るため最表面の表面保護層にフィラーを含有させた場合、
初期残留電位の低減、繰り返し使用による残留電位の上昇及び画像ボケを同時に解決でき
る有効な手段は見出されておらず、より高速な画像形成装置において、高耐久化及び高画
質化に対する課題が今もなお残されているのが実状である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は、従来における前記諸問題を解決し、以下の目的を達成することを課題とする
。即ち、本発明は、最表面層である表面保護層にフィラーを含有する電子写真感光体にお
いて初期残留電位を低減してより高速な画像形成を実現でき、また、画像ボケによる画像
劣化及び残留電位上昇を抑制し、長期間の繰り返し使用に対しても高画質画像が安定に形
成できる電子写真感光体及びその製造方法、並びに画像形成装置及びプロセスカートリッ
ジを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記課題を解決するため本発明者らが、高耐久化を図るため最表面の表面保護層にフィ
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ラーを含有する電子写真感光体について、初期残留電位を低減し、画像ボケによる画像劣
化及び残留電位上昇を解決するため鋭意検討を重ねた結果、下記（１）～（４）を知見し
た。
（１）感光層に酸化電位の低い電荷輸送物質を含有させ、表面保護層に感光層に含有され
る電荷輸送物質よりも酸化電位の高い電荷輸送材物質を含有させると、両層に含有される
電荷輸送物質の酸化電位の差が電荷の注入障壁となり電荷輸送効率が落ち、残留電位の上
昇が大きくなると一般的に考えられたが、このような感光層及び表面保護層を有する構成
であっても、表面保護層が厚くなければ、残留電位の上昇は抑制でき、長期間の繰り返し
使用に対しても高画質画像を安定に、かつ高速に形成できること
（２）上記（１）のような感光層に、酸化電位の低い電荷輸送物質を含有させ、表面保護
層に感光層に含有される電荷輸送物質よりも酸化電位の高い電荷輸送材物質を含有させた
感光体構成において、感光層中の酸化電位の低い電荷輸送物質が表面保護層へ染み出すと
、表面保護層中の酸化電位の大きな電荷輸送物質における主たる電荷輸送において電荷ト
ラップとなり、初期感度の低下や静電気的繰り返し特性が悪くなること
（３）酸化電位の低い電荷輸送物質は画像ボケを誘発しやすいため、表面保護層へ染み出
すと画像ボケ余裕度が低下すること
（４）上記（２）のような感光層から表面保護層への低酸化電位の電荷輸送物質の染み出
しを低減するためには、沸点が低いシクロペンタノンとテトラヒドロフラン含有する表面
保護層塗工液を用いて表面保護層を形成することが有効であること
【００１２】
　本発明は、本発明者らによる前記知見に基づくものであり、前記課題を解決するための
手段としては、以下の通りである。即ち、
　＜１＞　支持体と、該支持体上に少なくとも感光層、及び表面保護層を有する電子写真
感光体であって、前記表面保護層が、フィラー、電荷輸送物質、並びに下記一般式（１）
及び（２）のいずれかで表される化合物を含有し、前記感光層が少なくとも電荷輸送物質
を含有し、該感光層における電荷輸送物質が、前記表面保護層における電荷輸送物質より
も小さい酸化電位を有し、かつ下記一般式（３）で表される化合物であり、
　前記表面保護層がシクロペンタノンとテトラヒドロフランとを含有する表面保護層塗工
液から形成されることを特徴とする電子写真感光体である。
【化１】

　ただし、前記一般式（１）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ
ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
リール基のいずれかを表し、該Ｒ１及びＲ２の少なくとも１つは置換基を有していてもよ
いアリール基である。なお、Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を形
成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒは、置換基を有
していてもよいアリーレン基を表す。
【化２】

　ただし、前記一般式（２）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ



(9) JP 5391875 B2 2014.1.15

10

20

30

40

50

ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
リール基のいずれかを表し、該Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を
形成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒ１及びＡｒ２

は、それぞれ置換基を有していてもよいアリーレン基を表す。ｌ及びｍは、それぞれ０～
３の整数を表し、該ｌとｍが同時に０となることはない。ｎは１又は２の整数を表す。
【化３】

　ただし、前記一般式（３）中、Ｒ３～Ｒ６は、それぞれ水素原子、炭素数１～４のアル
キル基、炭素数１～４のアルコキシ基、及び置換基を有していてもよいフェニル基のいず
れかを表す。
　Ａは、置換基を有していてもよいアリーレン基、及び下記構造式（３－１）で表される
置換基のいずれかを表す。

【化４】

　ただし、前記構造式（３－１）中、Ｒ７、Ｒ８、及びＲ９は、水素原子、炭素数１～４
のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、及びフェニル基のいずれかを表し、該フェ
ニル基は更に置換基により置換されていてもよい。
　Ｂは、置換基を有していてもよいアリール基、及び下記構造式（３－２）で表される置
換基のいずれかを表す。

【化５】

　ただし、前記構造式（３－２）中、Ａｒ３は、置換基を有していてもよいアリーレン基
を表す。Ａｒ４及びＡｒ５は、それぞれ置換基を有していてもよいアリール基を表す。
　＜２＞　感光層における電荷輸送物質が、下記一般式（４）で表されるジスチリルベン
ゼン誘導体である前記＜１＞に記載の電子写真感光体である。

【化６】
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　ただし、前記一般式（４）中、Ｒ１０～Ｒ３５は、互いに同一であってもよいし、異な
っていてもよく、水素原子、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、
及び置換基を有していてもよいフェニル基のいずれかを表す。
　＜３＞　表面保護層の形成後の乾燥温度が、１４０℃未満である前記＜１＞から＜２＞
のいずれかに記載の電子写真感光体である。
　＜４＞　感光層が電荷発生物質を含有し、該電荷発生物質がチタニルフタロシアニン顔
料を含有する前記＜１＞から＜３＞のいずれかに記載の電子写真感光体である。
　＜５＞　チタニルフタロシアニン顔料が、ＣｕＫα特性Ｘ線（１．５４２Å）を用いた
Ｘ線回折スペクトルにおいて、ブラック角度（２θ±０．２°）のうちの少なくとも２７
．２°に最大強度の回折ピークを有し、９．４°、９．６°、２４．０°に主要ピークを
有し、７．３°に最小角度の回折ピークを有し、前記７．３°と９．４°との間に回折ピ
ークを有さず、２６．３°に回折ピークを有さない前記＜４＞に記載の電子写真感光体で
ある。
　＜６＞　表面保護層における電荷輸送物質の酸化電位と、感光層における電荷輸送物質
の酸化電位との差が０．０１Ｖ～０．２０Ｖである前記＜１＞から＜５＞のいずれかに記
載の電子写真感光体である。
　＜７＞　フィラーが、金属酸化物から選択される少なくとも１種を含有する前記＜１＞
から＜６＞のいずれかに記載の電子写真感光体である。
　＜８＞　フィラーの平均一次粒径が、０．０１μｍ～１．０μｍである前記＜１＞から
＜７＞のいずれかに記載の電子写真感光体である。
　＜９＞　フィラーの表面保護層における含有量が、５質量％～５０質量％である前記＜
１＞から＜８＞のいずれかに記載の電子写真感光体である。
　＜１０＞　表面保護層が、酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化
合物を含有する前記＜１＞から＜９＞のいずれかに記載の電子写真感光体である。
　＜１１＞　表面保護層の厚みが、０．１μｍ～１０μｍである前記＜１＞から＜１０＞
のいずれかに記載の電子写真感光体である。
　＜１２＞　感光層が電荷発生層と電荷輸送層とを有し、該電荷輸送層が、一般式（３）
及び（４）のいずれかで表される電荷輸送物質を含有する前記＜２＞から＜１１＞のいず
れかに記載の電子写真感光体である。
　＜１３＞　支持体と、該支持体上に少なくとも感光層、及び表面保護層を有する電子写
真感光体の製造方法であって、前記表面保護層が、フィラー、電荷輸送物質、並びに下記
一般式（１）及び（２）のいずれかで表される化合物を含有し、前記感光層が少なくとも
電荷輸送物質を含有し、該感光層における電荷輸送物質が、前記表面保護層における電荷
輸送物質よりも小さい酸化電位を有し、かつ下記一般式（３）で表される化合物であり、
　前記表面保護層がシクロペンタノンとテトラヒドロフランとを含有する表面保護層塗工
液から形成されることを特徴とする電子写真感光体の製造方法である。
【化１】

　ただし、前記一般式（１）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ
ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
リール基のいずれかを表し、該Ｒ１及びＲ２の少なくとも１つは置換基を有していてもよ
いアリール基である。なお、Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を形
成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒは、置換基を有
していてもよいアリーレン基を表す。
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【化２】

　ただし、前記一般式（２）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ
ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
リール基のいずれかを表し、該Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を
形成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒ１及びＡｒ２

は、それぞれ置換基を有していてもよいアリーレン基を表す。ｌ及びｍは、それぞれ０～
３の整数を表し、該ｌとｍが同時に０となることはない。ｎは１又は２の整数を表す。
【化３】

　ただし、前記一般式（３）中、Ｒ３～Ｒ６は、それぞれ水素原子、炭素数１～４のアル
キル基、炭素数１～４のアルコキシ基、及び置換基を有していてもよいフェニル基のいず
れかを表す。
　Ａは、置換基を有していてもよいアリーレン基、及び下記構造式（３－１）で表される
置換基のいずれかを表す。

【化４】

　ただし、前記構造式（３－１）中、Ｒ７、Ｒ８、及びＲ９は、水素原子、炭素数１～４
のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、及びフェニル基のいずれかを表し、該フェ
ニル基は更に置換基により置換されていてもよい。
　Ｂは、置換基を有していてもよいアリール基、及び下記構造式（３－２）で表される置
換基のいずれかを表す。

【化５】

　ただし、前記構造式（３－２）中、Ａｒ３は、置換基を有していてもよいアリーレン基
を表す。Ａｒ４及びＡｒ５は、それぞれ置換基を有していてもよいアリール基を表す。
　＜１４＞　電子写真感光体と、該電子写真感光体表面を帯電させる帯電手段と、帯電さ
れた電子写真感光体表面を露光して静電潜像を形成する露光手段と、前記静電潜像をトナ
ーを用いて現像して可視像を形成する現像手段と、前記可視像を記録媒体に転写する転写
手段と、前記記録媒体に転写された転写像を定着させる定着手段とを少なくとも有する画
像形成装置であって、前記電子写真感光体が、前記＜１＞から＜１２＞のいずれかに記載
の電子写真感光体であることを特徴とする画像形成装置である。
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　＜１５＞　複数の電子写真感光体を有し、それぞれの電子写真感光体上に現像された単
色の可視像を順次重ね合わせてカラー画像を形成する前記＜１４＞に記載の画像形成装置
である。
　＜１６＞　電子写真感光体上に現像された可視像を中間転写体上に一次転写した後、該
中間転写体上の可視像を記録媒体上に二次転写する中間転写手段を有し、複数色の可視像
を中間転写体上に順次重ね合わせてカラー画像を形成し、該カラー画像を前記記録媒体上
に一括で二次転写する前記＜１４＞から＜１５＞のいずれかに記載の画像形成装置である
。
　＜１７＞　帯電手段が、非接触で放電を行うコロナ方式の帯電手段である前記＜１４＞
から＜１６＞のいずれかに記載の画像形成装置である。
　＜１８＞　　帯電手段、露光手段、現像手段、転写手段、クリーニング手段、及び除電
手段から選択される少なくとも１つの手段と、電子写真感光体とを有し、画像形成装置本
体に着脱可能なプロセスカートリッジであって、前記電子写真感光体が、前記＜１＞から
＜１２＞のいずれかに記載の電子写真感光体であることを特徴とするプロセスカートリッ
ジである。
【００１３】
　本発明の電子写真感光体は、支持体と、該支持体上に少なくとも感光層、及び表面保護
層を有してなり、前記表面保護層が、フィラー、電荷輸送物質、並びに前記一般式（１）
及び（２）のいずれかで表される化合物を含有し、前記感光層が少なくとも電荷輸送物質
を含有し、該感光層における電荷輸送物質が、前記表面保護層における電荷輸送物質より
も小さい酸化電位を有し、かつ前記一般式（３）で表される化合物であり、好ましくは一
般式（４）で表される化合物であり、前記表面保護層がシクロペンタノンとテトラヒドロ
フランとを含有する表面保護層塗工液から形成されることを特徴とする。
【００１４】
　従来、初期残留電位を低減させるため、特許第２５５２６９５号等に開示されている前
記一般式（３）及び（４）のいずれかで表される、正孔移動度が高く、酸化電位の低い電
荷輸送物質を感光層及び表面保護層に含有させると、初期残留電位の低減と繰り返し使用
による残留電位上昇の抑制に効果はあるものの、繰り返し使用及び周辺環境により生じる
オゾン、ＮＯｘ、又はその他の酸化性物質による画像ボケが顕著に発生し、表面保護層に
含有されている電荷輸送物質の酸化電位が低くなるにつれ、画像ボケが発生しやすくなる
という問題があった。
　そこで、前記感光層が、前記一般式（３）及び（４）のいずれかで表される電荷輸送物
質を含有しても、表面保護層が、感光層に含有される電荷輸送物質よりも高い酸化電位の
電荷輸送物質を含有し、表面保護層に前記一般式（１）及び（２）のいずれかで表される
化合物を含有させることにより、画像ボケが抑制し、かつ繰り返し使用による残留電位上
昇も同時に抑制できる。即ち、高耐久化のため表面保護層にフィラーを含有する感光体に
ついて、表面保護層に電荷輸送物質及び前記一般式（１）及び（２）のいずれかで表され
る化合物を含有させ、表面保護層に含有される電荷輸送物質よりも小さい酸化電位を有す
る電荷輸送物質であって、かつ前記一般式（３）及び（４）のいずれかで表される電荷輸
送物質を感光層に含有させることにより、初期残留電位を低減し、画像ボケによる画像劣
化及び残留電位上昇を解決できることを知見した。
【００１５】
　また、電子写真感光体の高耐久化を実現するには、従来の感光体上に最表面層としてフ
ィラーを含有させた表面保護層を設けることが有効である。しかし、上述したように残留
電位の上昇及び画像ボケの発生等の画質劣化を引き起こすという問題がある。このような
長寿命化のため表面保護層にフィラーを含有させた電子写真感光体と、非接触で放電を行
うコロナ放電方式の帯電手段を組み合わせた画像形成装置の場合においても、感光体の最
表層に特開２００４－２３３９５５号公報及び特開２００４－２６４７８８号公報に開示
されているような一般式（１）及び（２）のいずれかの化合物を含有させて、周辺環境に
より生じる酸化性ガス及び物質のみならず、帯電手段から発生する酸化性ガス及び物質に
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対する耐性を持たせることによって高湿時の帯電手段近傍における濃度低下、画像ボケに
よる画像劣化を防止できることを知見した。
【００１６】
　ここで、前記一般式（１）及び（２）のいずれかで表される化合物を表面保護層に含有
させることにより酸化性ガス及び物質に対する耐性を向上できる理由については、現時点
では明らかになっていないが、構造内に含まれる置換アミノ基が酸化性ガスに対して有効
なラジカル物質生成抑制を行っているものと推測される。また、前記一般式（１）及び（
２）のいずれかで表される化合物は、電荷輸送能力も有しているため、それ自身で電荷胆
体のトラップとして働かず、添加に伴う残留電位上昇等の電気的な特性劣化は殆どみられ
ないものとなる。
【００１７】
　また、感光層にジスチリルベンゼン誘導体、表面保護層にフィラー、ジスチリルベンゼ
ン誘導体、及び前記一般式（１）又は（２）のいずれかで表される化合物を含有させると
、初期残留電位が低減し、繰り返し使用時の残留電位上昇も抑制できる。ジスチリルベン
ゼン誘導体を用いると残留電位の低減できる理由として、電荷移動度が非常に高く、移動
度の電界強度依存性が小さいことが挙げられる。つまり、低い電界強度でも十分に電荷を
移動させることができ、低残留電位化できる。このジスチリルベンゼン誘導体が高い移動
度を示すのは、分子サイズが大きく直鎖状の分子構造を有している上に、分子構造中にト
リフェニルアミン構造及びスチリル構造を複数有し、π共役系が分子全体に広がった特徴
を有しているため、電荷の移動において、分子間移動よりも分子内移動の割合が高くなる
とためと考えられる。また、残留電位の上昇を抑制については、ジスチリルベンゼン誘導
体の酸化電位は低いため、感光層中の電荷発生物質からの電荷注入に関して、注入障壁が
小さくなり、光キャリアが残りにくいことも一因となっている。
【００１８】
　しかし、上記のようにジスチリルベンゼン誘導体を感光体の表面保護層に用いた場合、
前記一般式（１）及び（２）のいずれかで表される化合物を含有させても、繰り返し使用
及び周辺環境により生じるオゾン、ＮＯｘ、又はその他の酸化性物質による画像ボケが顕
著となることが判明した。この原因としては、本発明の検討の中で得られた知見から、酸
化電位が低いことに起因しているものと推測される。ジスチリルベンゼン誘導体は前述し
たように分子サイズが大きく直鎖状の分子構造であり、π共役系が分子全体に広がった特
徴を有しているため、酸化電位が低くなっている。つまり、電荷輸送物質の酸化電位が低
いため、繰り返し使用及び周辺環境により生じるオゾン、ＮＯｘ、又はその他の酸化性物
質による化学的攻撃を受けやすく、そのため、感光体表面の抵抗が低下し、静電潜像がぼ
けてしまうものと考えられる。
【００１９】
　フィラーを含有する表面保護層を有する感光体ではもともと残留電位が出やすく、残留
電位を低減するためには感光層と表面保護層に用いる電荷輸送物質の酸化電位は同じとす
るか、感光層の電荷輸送物質の酸化電位よりも表面保護層の酸化電位を小さくする必要が
あると考えられてきた（感光層と表面保護層の電荷注入障壁を作らないようにする必要が
ある）。
　しかし、表面保護層の電荷輸送物質の酸化電位を感光層のジスチリルベンゼン誘導体よ
りも大きくしても、表面保護層の膜厚が厚くなければ、残留電位の上昇及び初期残留電位
は、ほとんど変わらないことを知見した。画像ボケは表面保護層の電荷輸送物質の酸化電
位依存性があり、表面保護層の電荷輸送物質の酸化電位を大きくすることによって、画像
ボケは抑制できる知見と併せて、最表層にフィラーを含有する感光体の初期残留電位を低
減してより高速な画像形成を実現でき、画像ボケによる画像劣化及び繰り返し使用時の残
留電位上昇を抑制することが可能となった。
【００２０】
　また、表面保護層中の電荷輸送物質と感光層中の電荷輸送物質との酸化電位の差が０．
０１Ｖ～０．２０Ｖの範囲であると、初期残留電位も低く、かつ、繰り返し使用時の残留
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電位上昇が抑制でき、表面保護層による画像ボケの抑制効果も得られる。
上述のしたような感光層に酸化電位の低い電荷輸送物質を含有させ、表面保護層に感光層
に含有される電荷輸送物質よりも酸化電位の高い電荷輸送材物質、及び一般式（１）又は
（２）を含有させた感光体構成においても、表面保護層の作製方法により、初期残留電位
や静電気的繰り返し特性及び画像ボケが影響を受けることが判明した。
　これは、感光層からの低酸化電位の電荷輸送物質の表面保護層への染み出しが原因であ
ると推測される。つまり、高酸化電位の電荷輸送物質を含有する表面保護層へ低酸化電位
の電荷輸送物質が染み出すと、正孔移動の電荷トラップとなってしまい、初期残留電位の
上昇や、静電気的繰り返し特性の悪化を招きやすくなる。また、先述したように低酸化電
位の電荷輸送物質は、繰り返し使用及び周辺環境により生じるオゾン、ＮＯｘ、又はその
他の酸化性物質による画像ボケが顕著に発生しやすいため、表面保護層へ染み出すと、画
像ボケの余裕度が低下してしまう。
　この感光層から表面保護層への低酸化電位の電荷輸送物質の染み出しは、表面保護層の
塗膜形成時や、塗膜形成後の乾燥時に起こると考えられる。そのため、表面保護層塗工液
の溶媒を種々検討した結果、沸点が低いシクロペンタノンとテトラヒドロフランの混合溶
媒が優れることを見出した。これらの溶媒を表面保護層塗工液に用いると塗膜形成時は、
沸点が低いため比較的早く塗膜が固化しやくなり、表面保護層塗膜のウエット状態での低
酸化電位電荷輸送物質の染み出しが減少し、また、表面保護層乾燥時においては、乾燥温
度を下げることが可能となるため、高温乾燥中における染み出しが減少する。この２つの
効果より、感光層中の低酸化電位の電荷輸送物質の表面保護層への染み出しを低減するこ
とができ、初期残留電位の低減、静電気的繰り返し特性及び画像ボケが飛躍的に改善され
る。
【００２１】
　したがって、本発明においては、以上のような構成を取ることによって、長期間の繰り
返し使用に対しても高画質画像を安定に、かつ高速に形成できる電子写真感光体、並びに
該電子写真感光体を用いたより高耐久な画像形成装置及びプロセスカートリッジを提供す
ることが可能となった。
【００２２】
　本発明の画像形成装置は、電子写真感光体と、該電子写真感光体上に静電潜像を形成す
る静電潜像形成手段と、前記静電潜像をトナーを用いて現像して可視像を形成する現像手
段と、前記可視像を記録媒体に転写する転写手段と、前記記録媒体に転写された転写像を
定着させる定着手段とを少なくとも有してなり、前記電子写真感光体として、本発明の電
子写真感光体を用いる。
　本発明の画像形成装置においては、前記静電潜像形成手段が、静電潜像を形成する。前
記現像手段が、前記電子写真感光体上に形成された前記静電潜像をトナーを用いて現像し
可視像を形成する。前記転写手段が、該可視像を記録媒体に転写する。前記定着手段が前
記記録媒体に転写された転写像を定着する。このとき、前記電子写真感光体として本発明
の電子写真感光体を用いているので、画像ボケによる画像劣化及び残留電位上昇を抑制し
、長期間の繰り返し使用に対しても高画質画像が安定に形成できる。
【００２３】
　本発明の画像形成方法は、電子写真感光体上に静電潜像を形成する静電潜像形成工程と
、前記静電潜像をトナーを用いて現像して可視像を形成する現像工程と、前記可視像を記
録媒体に転写する転写工程と、前記記録媒体に転写された転写像を定着させる定着工程と
を少なくとも含み、前記電子写真感光体として、本発明の電子写真感光体を用いる。
　本発明の画像形成方法においては、前記静電潜像形成工程において、前記電子写真感光
体上に静電潜像を形成する。前記現像工程において、前記電子写真感光体上に形成された
前記静電潜像をトナーを用いて現像し可視像を形成する。前記転写工程において、該可視
像を記録媒体に転写する。前記定着工程において、前記記録媒体に転写された転写像を定
着する。このとき、前記電子写真感光体として本発明の電子写真感光体を用いているので
、画像ボケによる画像劣化及び残留電位上昇を抑制し、長期間の繰り返し使用に対しても
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高画質画像が安定に形成できる。
【００２４】
　本発明のプロセスカートリッジは、電子写真感光体と、該電子写真感光体上に形成され
た静電潜像をトナーを用いて現像し可視像を形成する現像手段とを少なくとも有し、画像
形成装置本体に着脱可能であり、利便性に優れ、また、前記本発明の電子写真感光体を用
いているので、画像ボケによる画像劣化及び残留電位上昇を抑制し、長期間の繰り返し使
用に対しても高画質画像が安定に形成できる。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明によると、従来における前記諸問題を解決し、前記目的を達成することができ、
最表面層である表面保護層にフィラーを含有する電子写真感光体において初期残留電位を
低減してより高速な画像形成を実現でき、また、画像ボケによる画像劣化及び残留電位上
昇を抑制し、長期間の繰り返し使用に対しても高画質画像が安定に形成できる電子写真感
光体及びその製造方法、並びに画像形成装置及びプロセスカートリッジを提供することが
できる。
【００２６】
　また、本発明の電子写真感光体を用いることによって、繰り返し画像形成を行っても、
画像流れ等の画像劣化も少なく、長期に渡って高画質画像を安定に出力可能な画像形成装
置が提供される。また、このように感光体の高耐久化並びに高安定化が実現されたことに
より、画像形成装置の小型化及び高速化が可能となり、特にタンデム方式の画像形成装置
や高速の画像形成装置に対し有効に使用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】図１は、本発明の単層型の電子写真感光体の一例を示す概略断面図である。
【図２】図２は、本発明の積層型の電子写真感光体の一例を示す概略断面図である。
【図３】図３は、本発明の積層型の電子写真感光体の他の一例を示す概略断面図である。
【図４】図４は、本発明の画像形成装置の一例を示す概略図である。
【図５】図５は、従来の潤滑剤付与装置の一例を示す概略図である。
【図６】図６は、本発明における潤滑剤付与装置の一例を示す概略図である。
【図７】図７は、本発明の画像形成装置の他の一例を示す概略図である。
【図８】図８は、本発明の画像形成装置の更に他の一例を示す概略図である。
【図９】図９は、本発明のタンデム型画像形成装置の一例を示す概略図である。
【図１０】図１０は、本発明のプロセスカートリッジの一例を示す概略図である。
【図１１】図１１は、実施例で用いた電荷発生物質のＸ線回折スペクトル図であり、縦軸
は１秒間当りのカウント数（ｃｐｓ）を表し、横軸は角度（２θ）を表す。
【図１２】図１２は、本発明で用いるマルチビーム露光装置の一例を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
（電子写真感光体及び該電子写真感光体の製造方法）
　本発明の電子写真感光体は、支持体と、該支持体上に少なくとも感光層、及び表面保護
層を有してなり、更に必要に応じてその他の層を有してなる。
【００２９】
　本発明においては、前記表面保護層が、フィラー、電荷輸送物質、並びに下記一般式（
１）及び（２）のいずれかで表される化合物を含有し、更に必要に応じてその他の成分を
含有する。また、前記感光層が少なくとも電荷輸送物質を含有し、該感光層における電荷
輸送物質が、前記表面保護層における電荷輸送物質よりも小さい酸化電位を有し、かつ、
下記一般式（３）及び（４）のいずれかで表される化合物を含有し、更に必要に応じてそ
の他の成分を含有する。更に、該表面保護層がシクロペンタノンとテトラヒドロフランと
を含有する表面保護層塗工液から形成される。これにより、初期残留電位を低減し、画像
ボケによる画像劣化及び残留電位上昇を解決することができる。
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　なお、前記表面保護層が、シクロペンタノンとテトラヒドロフランとを含有する表面保
護層塗工液から形成されたか否かは、表面保護層に残存したシクロペンタノンとテトラヒ
ドロフランとを検出できたか否かで判断することができる。
【化７】

　ただし、前記一般式（１）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ
ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
リール基のいずれかを表し、該Ｒ１及びＲ２の少なくとも１つは置換基を有していてもよ
いアリール基である。なお、Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を形
成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒは、置換基を有
していてもよいアリーレン基を表す。

【化８】

　ただし、前記一般式（２）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ
ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
リール基のいずれかを表し、該Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を
形成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒ１及びＡｒ２

は、それぞれ置換基を有していてもよいアリーレン基を表す。ｌ及びｍは、それぞれ０～
３の整数を表し、該ｌとｍが同時に０となることはない。ｎは１又は２の整数を表す。

【化９】

　ただし、前記一般式（３）中、Ｒ３～Ｒ６は、それぞれ水素原子、炭素数１～４のアル
キル基、炭素数１～４のアルコキシ基、及び置換基を有していてもよいフェニル基のいず
れかを表す。
　Ａは、置換基を有していてもよいアリーレン基、及び下記構造式（３－１）で表される
置換基のいずれかを表す。

【化１０】

　ただし、前記構造式（３－１）中、Ｒ７、Ｒ８、及びＲ９は、水素原子、炭素数１～４
のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、及びフェニル基のいずれかを表し、該フェ
ニル基は更に置換基により置換されていてもよい。
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　Ｂは、置換基を有していてもよいアリール基、及び下記構造式（３－２）で表される置
換基のいずれかを表す。
【化１１】

　ただし、前記構造式（３－２）中、Ａｒ３は、置換基を有していてもよいアリーレン基
を表す。Ａｒ４及びＡｒ５は、それぞれ置換基を有していてもよいアリール基を表す。
【化１２】

　ただし、前記一般式（４）中、Ｒ１０～Ｒ３５は、互いに同一であってもよいし、異な
っていてもよく、水素原子、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、
及び置換基を有していてもよいフェニル基のいずれかを表す。
　より具体的には、表面保護層のシクロペンタノン及びテトラヒドロフランの残留量は、
熱抽出－ＧＣＭＳ法で測定でき、表面保護層の乾燥条件にもよるが、テトラヒドロフラン
は、２０ｐｐｍ～１，０００ｐｐｍ、シクロペンタノンは、２０ｐｐｍ～５００ｐｐｍと
なる。
【００３０】
－層構成－
　前記電子写真感光体は、その層構成について特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができるが、第一の形態では、支持体上に単一の層構成である感光層（以下、「単
層型感光層」と称することもある）と、シクロペンタノンとテトラヒドロフランを含有す
る表面保護層塗工液から形成される表面保護層とを有し、必要に応じて下引き層等のその
他の層を有してなる。また、第二の形態では、支持体と、該支持体上に電荷発生層と、電
荷輸送層とを積層した構成の感光層（以下、「積層型感光層」と称することもある）と、
シクロペンタノンとテトラヒドロフランを含有する表面保護層塗工液から形成される表面
保護層とを有してなり、更に必要に応じて、下引き層等のその他の層を有してなる。なお
、前記第二形態では、電荷発生層、及び電荷輸送層は逆に積層しても構わない。
【００３１】
　ここで、前記電子写真感光体について、図面に基づいて説明する。図１～図３は、本発
明の電子写真感光体の一例を示す概略断面図である。
　図１は、支持体２０１上に前記一般式（３）及び（４）のいずれかで表される電荷輸送
物質を含有する感光層２０２を有し、該感光層上にシクロペンタノンとテトラヒドロフラ
ンを含有する表面保護層塗工液から形成される表面保護層２１０を有する。フィラー、電
荷輸送物質、並びに前記一般式（１）及び（２）のいずれかで表される化合物は表面保護
層２１０に含有される。
　図２は、支持体２０１上に電荷発生物質を含有する電荷発生層２０３と、前記一般式（
３）及び（４）のいずれかで表される電荷輸送物質を含有する電荷輸送層２０４とが積層
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され、更に電荷輸送層表面にシクロペンタノンとテトラヒドロフランを含有する表面保護
層塗工液から形成される表面保護層２１０を有する。フィラー、電荷輸送物質、並びに前
記一般式（１）及び（２）のいずれかで表される化合物は表面保護層２１０に含有される
。
　図３は、支持体２０１上に、前記一般式（３）及び（４）のいずれかで表される電荷輸
送物質を含有する電荷輸送層２０４と、電荷発生物質を含有する電荷発生層２０３とが積
層され、更に電荷発生層２０３表面にシクロペンタノンとテトラヒドロフランを含有する
表面保護層塗工液から形成される表面保護層２１０を有する。フィラー、電荷輸送物質、
並びに前記一般式（１）及び（２）のいずれかで表される化合物は表面保護層２１０に含
有される。
【００３２】
＜表面保護層＞
　前記表面保護層は、感光体の最表面層として、前記感光層の保護及び耐久性の向上を目
的として設けられ、フィラー、感光層に含有される一般式（３）及び（４）のいずれかで
表される電荷輸送物質よりも酸化電位の大きい電荷輸送物質、並びに前記一般式（１）及
び（２）のいずれかで表される化合物を含有し、好ましくはバインダー樹脂、酸価が１０
～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物を含有し、更に必要に応じてその他の成分を含有し
てなる。前記表面保護層は、シクロペンタノンとテトラヒドロフランを含有する表面保護
層塗工液から形成される。
【化１３】

　ただし、前記一般式（１）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ
ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
リール基のいずれかを表し、該Ｒ１及びＲ２の少なくとも１つは置換基を有していてもよ
いアリール基である。なお、Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を形
成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒは、置換基を有
していてもよいアリーレン基を表す。

【化１４】

　ただし、前記一般式（２）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ
ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
リール基のいずれかを表し、該Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を
形成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒ１及びＡｒ２

は、それぞれ置換基を有していてもよいアリーレン基を表す。ｌ及びｍは、それぞれ０～
３の整数を表し、該ｌとｍが同時に０となることはない。ｎは１又は２の整数を表す。
【００３３】
－フィラー－
　前記フィラーとしては、有機フィラー及び無機フィラーのいずれかが用いられる。前記
有機性フィラーとしては、例えばポリテトラフルオロエチレン等のフッ素樹脂粉末；シリ
コ－ン樹脂粉末、ａ－カ－ボン粉末などが挙げられる。前記無機フィラーとしては、例え
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ば銅、スズ、アルミニウム、インジウム等の金属粉末；シリカ、酸化錫、酸化亜鉛、酸化
チタン、アルミナ、酸化ジルコニウム、酸化インジウム、酸化アンチモン、酸化ビスマス
、酸化カルシウム、アンチモンをドープした酸化錫、錫をドープした酸化インジウム等の
金属酸化物；フッ化錫、フッ化カルシウム、フッ化アルミニウム等の金属フッ化物；チタ
ン酸カリウム、窒化硼素などが挙げられる。これらの中でも、フィラーの硬度の点から無
機フィラーを用いることが耐摩耗性の向上に対し有利である。
【００３４】
　また、いわゆる画像ボケが発生しにくいフィラーとしては、電気絶縁性が高いフィラー
が好ましい。このようなフィラーとしては、ｐＨが５以上を示すフィラー又は誘電率が５
以上を示すフィラーが特に有効であり、例えば酸化チタン、アルミナ、酸化亜鉛、酸化ジ
ルコニウム等の金属酸化物などが挙げられる。また、ｐＨが５以上のフィラー又は誘電率
が５以上のフィラーを単独で使用することもでき、ｐＨが５以下のフィラーとｐＨが５以
上のフィラーとを２種類以上を混合したり、誘電率が５以下のフィラーと誘電率が５以上
のフィラーとを２種類以上混合して用いることも可能である。また、これらのフィラーの
中でも高い絶縁性を有し、熱安定性が高い上に、耐摩耗性が高い六方細密構造であるα型
アルミナは、画像ボケの発生抑制及び耐摩耗性の向上の点から特に有用である。
【００３５】
　前記フィラーの分散性が低下すると残留電位の上昇だけでなく、最表層の透明性の低下
及び塗膜欠陥の発生、更には耐摩耗性の低下も引き起こすため、前記フィラーは少なくと
も１種の表面処理剤で表面処理されていることが好ましい。
　前記表面処理剤としては、特に制限はなく、従来用いられている表面処理剤の中から目
的に応じて適宜選択することができるが、フィラーの絶縁性を維持できる表面処理剤が好
ましく、例えば、チタネート系カップリング剤、アルミニウム系カップリング剤、ジルコ
アルミネート系カップリング剤、高級脂肪酸、又はこれらとシランカップリング剤との混
合処理；Ａｌ２Ｏ３、ＴｉＯ２、ＺｒＯ２、シリコン、ステアリン酸アルミニウム、又は
これらの混合処理がフィラーの分散性及び画像ボケの発生防止の点からより好ましい。前
記シランカップリング剤による表面処理により、画像ボケの影響は強くなるが、上記の表
面処理剤とシランカップリング剤との混合処理を施すことによりその影響を抑制できる場
合がある。前記表面処理剤量については、用いるフィラーの平均一次粒径によって異なる
が、３質量％～３０質量％が好ましく、５質量％～２０質量％がより好ましい。前記表面
処理量がこれよりも少ないとフィラーの分散効果が得られず、また多すぎると残留電位の
著しい上昇を引き起こすことがある。
【００３６】
　前記フィラーの平均一次粒径は、０．０１μｍ～１．０μｍが好ましく、０．０５μｍ
～０．８μｍがより好ましい。前記平均一次粒径が、０．０１μｍ未満であると、耐摩耗
性の低下、分散性の低下等を引き起こすことがあり、１．０μｍを超えると、フィラーの
沈降性が促進されたり、トナーのフィルミングが発生したりする可能性がある。
　前記フィラーの平均一次粒径は、例えば電子顕微鏡観察により直接粒径を測定して求め
ることができる。
【００３７】
　前記フィラーの前記表面保護層における含有量は、５質量％～５０質量％が好ましく、
１０質量％～４０質量％がより好ましい。前記含有量が、５質量％未満であると、耐摩耗
性はあるものの十分なものではなく、５０質量％を超えると、表面保護層の透明性が損な
われてしまうことがある。この場合、感光層表面にフィラーを含有する場合には、感光層
全体にフィラーを含有させることができるが、電荷輸送層の最表面側が最もフィラー濃度
が高く、支持体側が低くなるようにフィラー濃度に傾斜を設けたり、電荷輸送層を複数層
にして、支持体側から表面側に向かい、フィラー濃度を順次高くする構成にすることが好
ましい。
【００３８】
－酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物－
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　前記感光体における表面保護層がフィラーを含有することによって、高耐久化の実現と
共に、いわゆる画像ボケの発生を回避することが可能となるが、残留電位上昇の影響が増
加することになる。この残留電位上昇を抑制するため、酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７０
０ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物を添加することが好ましい。
【００３９】
　ここで、前記酸価とは、１ｇ中に含まれる遊離脂肪酸を中和するのに要する水酸化カリ
ウムのミリグラム数で定義され、ＪＩＳ　Ｋ２５０１などで定められている方法により測
定することができる。
　前記酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物としては、特に制
限はなく、酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機脂肪酸、樹脂などが
挙げられる。しかし、非常に低分子のマレイン酸、クエン酸、酒石酸、コハク酸等の有機
酸、アクセプター等はフィラーの分散性を大幅に低下させてしまう可能性があるため、残
留電位の低減効果が十分に発揮されないことがある。従って、感光体の残留電位を低減さ
せ、かつフィラーの分散性を高めるためには、低分子量ポリマー、樹脂、共重合体等、更
にはそれらを混合させて使用することが好ましい。また、前記有機化合物の構造としては
、立体障害が少ないリニアの構造を有することがより好ましい。分散性を向上させるため
にはフィラーとバインダー樹脂との双方に親和性を持たせることが必要であり、立体障害
が大きな材料は、それらの親和性が低下することにより、分散性が低下し、前述のような
多くの問題を発生させることにつながる。
　この点から、酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物としては
、ポリカルボン酸が好ましい。前記ポリカルボン酸としては、カルボン酸をポリマー又は
コポリマー中に含む構造を有する化合物であって、ポリエステル樹脂、アクリル樹脂；ア
クリル酸又はメタクリル酸を用いた共重合体、スチレンアクリル共重合体等、カルボン酸
を含む有機化合物又はその誘導体はすべて使用することが可能である。これらは２種以上
混合して用いることが可能である。場合によっては、これらの材料と有機脂肪酸とを混合
させることによって、フィラーの分散性或いはそれに伴う残留電位の低減効果が高まるこ
とがある。
【００４０】
　前記有機化合物の酸価としては、１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００ｍｇＫＯＨ／ｇが好まし
く、３０ｍｇＫＯＨ／ｇ～４００ｍｇＫＯＨ／ｇがより好ましい。前記酸価が高すぎると
、抵抗が下がりすぎて画像ボケの影響が大きくなり、前記酸価が低すぎると添加量を多く
する必要が生じる上、残留電位の低減効果が不十分となる。前記酸価が１０ｍｇＫＯＨ／
ｇ～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物の酸価は、その添加量とのバランスにより決める
ことが必要である。同じ添加量でも酸価が高ければ残留電位低減効果が高いというわけで
はなく、その効果は、酸価が１０～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物のフィラーへの吸
着性にも大きく関係している。
【００４１】
　前記酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物の含有量は、その
酸価とフィラーの含有量によって決められる。即ち、前記酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７
００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物の含有量をＡ、前記酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００
ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物の酸価をＢ、前記フィラーの含有量をＣとしたときに、Ａ、
Ｂ及びＣとの間に下記の関係式１を満たすことが好ましい。
＜関係式１＞
　　　　０．２≦酸価当量（Ａ×Ｂ／Ｃ）≦２０
　前記酸価が１０～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物の含有量が多すぎると、逆に分散
不良を引き起こしたり、画像ボケの影響が強く現れることがあり、一方、前記含有量が少
なすぎると、分散不良及び残留電位低減効果が不十分となることがある。
【００４２】
　前記フィラーは、少なくとも有機溶剤、及び酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００ｍｇＫ
ＯＨ／ｇの有機化合物等とともにボールミル、アトライター、サンドミル、超音波などを



(21) JP 5391875 B2 2014.1.15

10

20

30

40

用いて分散することができる。これらの中でも、フィラーと酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～
７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物との接触効率を高くすることができ、外界からの不純
物の混入が少ないボールミルによる分散が分散性の点からより好ましい。使用されるメデ
ィアの材質については、従来使用されているジルコニア、アルミナ、メノウ等のすべての
メディアを使用することができるが、フィラーの分散性及び残留電位低減効果の点からア
ルミナが特に好ましい。
　前記ジルコニアは分散時のメディアの摩耗量が大きく、それらの混入によって残留電位
が著しく増加する。また、その摩耗粉の混入によって分散性が大きく低下し、フィラーの
沈降性が促進される。一方、メディアにアルミナを使用した場合には、分散時にメディア
は摩耗されるものの、摩耗量は低く抑えられる上に、混入した摩耗粉が残留電位に与える
影響が非常に小さい。また、摩耗粉が混入しても分散性に対して悪影響が少ないので、分
散に使用するメディアとしてはアルミナを使用することが好ましい。
【００４３】
　前記酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物は、フィラー及び
有機溶剤とともに分散前より添加することによって、塗工液中のフィラーの凝集、更には
フィラーの沈降性を抑制し、フィラーの分散性が著しく向上することから、分散前より添
加することが好ましい。一方、バインダー樹脂及び電荷輸送物質は、分散前に添加するこ
とも可能であるが、その場合、分散性が若干低下する場合が見られる。従って、バインダ
ー樹脂及び電荷輸送物質は、有機溶剤に溶解された状態で分散後に添加することが好まし
い。
【００４４】
　前記酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物は、その化学構造
に由来して、周辺環境及びコロナ放電方式の帯電手段により生じるオゾン、ＮＯｘなどの
酸化性ガスが吸着しやすく、場合によっては、最表面の低抵抗化を招き、画像流れ等の問
題を引き起こす可能性がある。
【００４５】
－一般式（１）及び（２）のいずれかで表される化合物－
　本発明においては、前記問題を解決するため、表面保護層が、感光層に含有される一般
式（３）及び（４）のいずれかで表される電荷輸送物質よりも酸化電位の大きい電荷輸送
物質を含有し、下記一般式（１）及び（２）のいずれかで表される化合物を含有する。
【００４６】
【化１５】

　ただし、前記一般式（１）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ
ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
リール基のいずれかを表し、該Ｒ１及びＲ２の少なくとも１つは置換基を有していてもよ
いアリール基である。なお、Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を形
成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒは、置換基を有
していてもよいアリーレン基を表す。
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【化１６】

　ただし、前記一般式（２）中、Ｒ１及びＲ２は、互いに同一であってもよいし、異なっ
ていてもよく、置換基を有していてもよいアルキル基、及び置換基を有していてもよいア
リール基のいずれかを表し、該Ｒ１とＲ２とが互いに結合して、窒素原子を含む複素環を
形成してもよく、該複素環は更に置換基により置換されていてもよい。Ａｒ１及びＡｒ２

は、それぞれ置換基を有していてもよいアリーレン基を表す。ｌ及びｍは、それぞれ０～
３の整数を表し、該ｌとｍが同時に０となることはない。ｎは１又は２の整数を表す。
【００４７】
　前記一般式（１）又は（２）におけるアルキル基としては、例えば、メチル基、エチル
基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒ
ｔ－ブチル基、ペンチル基、イソペンチル基、ネオペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基
、オクチル基、ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ウンデカニル基、ドデシル基、ビニ
ル基、ベンジル基、フェネチル基、スチリル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基、
シクロヘプチル基、シクロヘキセニル基などが挙げられる。
　前記一般式（１）又は（２）におけるアリール基としては、例えば、フェニル基、トリ
ル基、キシリル基、スチリル基、ナフチル基、アントリル基、ビフェニル基などが挙げら
れる。
　前記一般式（２）のＲ１及びＲ２におけるアルキル基は芳香族炭化水素基、芳香族複素
環基で置換されていることが好ましい。該芳香族炭化水素基としては、例えば、フェニル
基、ビフェニリル基、ナフチル基、アントリル基、フルオレニル基、ピレニル基などが挙
げられ、芳香族複素環基としては、例えば、ピリジル基、キノリル基、チエニル基、フル
フリル基、オキサゾリル基、オキサジアゾリル基、カルバゾリル基などが挙げられる。
　前記Ｒ１及びＲ２が互いに結合して窒素原子を含む複素環基を形成する場合には、該複
素環基としてはピロリジノ基、ピペリジノ基、ピペラジノ基などに芳香族炭化水素基が縮
合した縮合複素環基を挙げることができる。
　また、これらの置換基としては、前記アルキル基の具体例で挙げたもの、メトキシ基、
エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ基等のアルコキシ基；フッ素原子、塩素原子、臭素
原子、ヨウ素原子等のハロゲン原子；前記芳香族炭化水素基、芳香族複素環基、ピロリジ
ノ基、ピペリジノ基、ピペラジノ基等の複素環基；などが挙げられる。
【００４８】
　前記一般式（１）及び（２）のいずれかで表されるジアミン化合物は、文献（Ｅ．Ｅｌ
ｃｅ　ａｎｄ　Ａ．Ｓ．Ｈａｙ，Ｐｏｌｙｍｅｒ，Ｖｏｌ．３７　Ｎｏ．９，１７４５（
１９９６））に記載の方法により容易に製造することができる。具体的には、下記一般式
（ａ）で表されるジハロゲン化物と、下記一般式（ｂ）で表される第二級アミン化合物と
を塩基性化合物の存在下、室温～１００℃の温度で反応させることにより得られる。
　　ＸＨ２Ｃ－Ａｒ－ＣＨ２Ｘ　・・・　一般式（ａ）
　ただし、前記一般式（ａ）中、Ａｒは、前記一般式（１）と同じ意味を表し、Ｘはハロ
ゲン原子を表す。
【化１７】
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　ただし、前記一般式（ｂ）中、Ｒ１及びＲ２は、上記一般式（１）と同じ意味を表す。
【００４９】
　前記塩基性化合物としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
例えば炭酸カリウム、炭酸ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化ナトリウム、水素化ナト
リウム、ナトリウムメチラート、カリウム－ｔ－ブトキシドなどが挙げられる。前記反応
溶媒としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えばジオキサ
ン、テトラヒドロフラン、トルエン、キシレン、ジメチルスルホキシド、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルホルムアミド、Ｎ－メチルピロリドン、１，３－ジメチル－２－イミダゾリジノン、ア
セトニトリルなどが挙げられる。
【００５０】
　以下、前記一般式（１）及び（２）のいずれかで表される化合物の具体例を挙げる。た
だし、これらの化合物に限定されるものではない。
【００５１】
【表１】

【００５２】
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【表２】

【００５３】
　前記一般式（１）及び（２）のいずれかで表される化合物の前記表面保護層における含
有量は、１質量％～６０質量％が好ましく、２質量％～５０質量％がより好ましい。
【００５４】
　前記一般式（１）及び（２）のいずれかで表される化合物を酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ
～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物と併用する構成において、塗工液の保存を必要とす
る場合には、相互作用による塩の生成を抑制するため、特定の酸化防止剤を含有させるこ
とが好ましい。この塩の生成は、塗工液の変色を引き起こすだけではなく、製造された電
子写真感光体において、残留電位の上昇等の不具合を引き起こすことがある。
【００５５】
　本発明の電子写真感光体で使用できる酸化防止剤としては、後述する一般の酸化防止剤
が使用できるが、これらの中でも、ハイドロキノン系、及びヒンダードアミン系の化合物
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が特に好ましい。ただし、ここで用いられる酸化防止剤は、後述の添加目的と異なり、前
記一般式（１）及び（２）のいずれかで表される化合物の塗工液中での保護のために添加
される。このため、前記酸化防止剤は、前記一般式（１）、及び（２）のいずれかで表さ
れる化合物を含有させる前の工程で塗工液に含有させておくことが好ましい。該酸化防止
剤の添加量は、充分な塗工液の経時保存安定性を図るため、前記酸価が１０ｍｇＫＯＨ／
ｇ～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物１００質量部に対し、０．１質量部～２００質量
部が好ましい。
【００５６】
　また、前記表面保護層の電荷輸送物質としては、感光層に含有される一般式（３）及び
（４）のいずれかで表される電荷輸送物質よりも酸化電位の大きなものであれば画像ボケ
を抑制することが可能となる。
　前記表面保護層における電荷輸送物質の酸化電位と、感光層における電荷輸送物質の酸
化電位との差（表面保護層－感光層）は、０．０１Ｖ以上が好ましく、０．０２Ｖ～０．
２０Ｖがより好ましい。
　ここで、前記電荷輸送物質の酸化電位、即ち第一酸化半波電位の測定方法を以下に示す
。測定する物質を所定量の塩化メチレンと過塩素酸テトラブチルアンモニウム、過塩素酸
テトラエチルアンモニウム等の無関係塩（支持電解質）を加え溶解し、被検液とする。こ
の被検液を、ポーラログラフ、或いはサイクリックボルタムメトリー等の電気化学的分析
手段により、目的とする物質の酸化電位を測定することができる。前記電気化学的分析に
ついては、Ａ．Ｊ．Ｂａｒｄ，Ｌ．Ｒ．Ｆａｕｌｋｎｅｒ著「Ｅｌｅｃｔｒｏｃｈｅｍｉ
ｃａｌ　Ｍｅｔｈｏｄｓ」Ｗｉｌｅｙ社１９８０年刊等の成書に詳しい。ここでは、作用
電極に滴下水銀電極、対極に白金、金等の貴金属、参照電極に飽和甘コウ電極（ＳＣＥ）
を用い、ポテンショスタットを用いた電位走査法で測定することができる。
【００５７】
　前記表面保護層における電荷輸送物質の酸化電位としては、０．７６Ｖ～０．９０Ｖ（
ｖｓ　ＳＣＥ）が好ましい。前記酸化電位が、０．７６Ｖ未満であると、画像ボケが発生
しやすくなり、０．９０Ｖを超えると、感光層に用いる一般式（３）及び（４）のいずれ
かで表される化合物の酸化電位にもよるが、感光層と表面保護層の電荷注入障壁が大きく
なり、残留電位が上昇しやすくなってしまうことがある。
【００５８】
　前記表面保護層における電荷輸送物質としては、上述したように、感光層に含有される
一般式（３）及び（４）のいずれかで表される化合物よりも酸化電位の大きなものであれ
ば特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、下記一般式（ａ）～
下記一般式（ｒ）で示される化合物などが挙げられる。
【００５９】
【化１８】

　ただし、前記一般式（ａ）中、Ｒ１はメチル基、エチル基、２－ヒドロキシエチル基又
は２－クロルエチル基を表し、Ｒ２はメチル基、エチル基、ベンジル基又はフェニル基を
表し、Ｒ３は水素原子、塩素原子、臭素原子、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～４
のアルコキシ基、ジアルキルアミノ基又はニトロ基を表す。
【００６０】

【化１９】

　ただし、前記一般式（ｂ）中、Ａｒはナフタレン環、アントラセン環、ピレン環及びそ
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れらの置換体或いはピリジン環、フラン環、チオフェン環を表し、Ｒはアルキル基、フェ
ニル基又はベンジル基を表す。
【００６１】
【化２０】

　ただし、前記一般式（ｃ）中、Ｒ１はアルキル基、ベンジル基、フェニル基又はナフチ
ル基を表し、Ｒ２は水素原子、炭素数１～３のアルキル基、炭素数１～３のアルコキシ基
、ジアルキルアミノ基、ジアラルキルアミノ基、又は置換もしくは無置換のジアリールア
ミノ基を表し、ｎは１～４の整数を表し、ｎが２以上のときはＲ２は同じでも異なってい
てもよい。Ｒ３は水素原子又はメトキシ基を表す。
【００６２】

【化２１】

　ただし、前記一般式（ｄ）中、Ｒ１は炭素数１～１１のアルキル基、置換もしくは無置
換のフェニル基又は複素環基を表し、Ｒ２、Ｒ３はそれぞれ同一でも異なっていてもよく
、水素原子、炭素数１～４のアルキル基、ヒドロキシアルキル基、クロルアルキル基又は
置換もしくは無置換のアラルキル基を表し、また、Ｒ２とＲ３は互いに結合し窒素を含む
複素環を形成していてもよい。Ｒ４は同一でも異なっていてもよく、水素原子、炭素数１
～４のアルキル基、アルコキシ基又はハロゲン原子を表す。
【００６３】
【化２２】

　ただし、前記一般式（ｅ）中、Ｒは水素原子又はハロゲン原子を表し、Ａｒは置換もし
くは無置換のフェニル基、ナフチル基、アントリル基又はカルバゾリル基を表す。
【００６４】
【化２３】

　ただし、前記一般式（ｆ）中、Ｒ１は水素原子、ハロゲン原子、シアノ基、炭素数１～
４のアルコキシ基、又は炭素数１～４のアルキル基を表し、Ａｒは下記構造式で表される
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置換基を表す。
【化２４】

　ただし、前記構造式中、Ｒ２は炭素数１～４のアルキル基を表し、Ｒ３は水素原子、ハ
ロゲン原子、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基又はジアルキルア
ミノ基を表し、ｎは１又は２であって、ｎが２のときはＲ３は同一であっても異なってい
てもよい。
　Ｒ４及びＲ５は、それぞれ水素原子、炭素数１～４の置換もしくは無置換のアルキル基
又は置換もしくは無置換のベンジル基を表す。
【００６５】
【化２５】

　ただし、前記一般式（ｇ）中、Ｒはカルバゾリル基、ピリジル基、チエニル基、インド
リル基、フリル基或いはそれぞれ置換もしくは非置換のフェニル基、スチリル基、ナフチ
ル基、又はアントリル基であって、これらの置換基がジアルキルアミノ基、アルキル基、
アルコキシ基、カルボキシ基又はそのエステル、ハロゲン原子、シアノ基、アラルキルア
ミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アラルキルアミノ基、アミノ基、ニトロ基及びアセチルアミ
ノ基から選択される基を表す。
【００６６】
【化２６】

　ただし、前記一般式（ｈ）中、Ｒ１は低級アルキル基、置換もしくは無置換のフェニル
基、又はベンジル基を表す。
　Ｒ２及びＲ３は、それぞれ水素原子、低級アルキル基、低級アルコキシ基、ハロゲン原
子、ニトロ基、アミノ基或いは低級アルキル基又はベンジル基で置換されたアミノ基を表
し、ｎは１又は２の整数を表す。
【００６７】

【化２７】

　ただし、前記一般式（ｉ）中、Ｒ１は水素原子、アルキル基、アルコキシ基又はハロゲ
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は、水素原子、低級アルキル基又は置換もしくは無置換のフェニル基を表す。Ａｒは、置
換もしくは無置換のフェニル基又はナフチル基を表す。
【００６８】
【化２８】

　ただし、前記一般式（ｊ）中、ｎは０又は１の整数、Ｒ１は水素原子、アルキル基又は
置換もしくは無置換のフェニル基を表す。Ａｒ１は、置換もしくは未置換のアリール基を
表す。Ｒ５は、置換アルキル基を含むアルキル基、或いは置換もしくは無置換のアリール
基を表す。また、ｎが０の時にはＡとＲ１は共同で環を形成してもよい。
　Ａは下記構造式で表される置換基、９－アントリル基又は置換もしくは無置換のカルバ
ゾリル基を表す。

【化２９】

　ただし、Ｒ２は水素原子、アルキル基、アルコキシ基、ハロゲン原子、又は下記構造式
で表される置換基を表す。ｍが２以上の時には、Ｒ２は同一でも異なっていてもよい。
【化３０】

　ただし、前記構造式中、Ｒ３及びＲ４は置換もしくは無置換のアリール基を示し、該Ｒ
３及びＲ４は、同じでも異なっていてもよく、該Ｒ３及びＲ４は環を形成してもよい。
【００６９】
【化３１】

　ただし、前記一般式（ｋ）中、Ｒ１、Ｒ２及びＲ３は、それぞれ水素原子、低級アルキ
ル基、低級アルコキシ基、ハロゲン原子又はジアルキルアミノ基を表す。ｎは０又は１を
表す。
【００７０】
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【化３２】

　ただし、前記一般式（ｌ）中、Ｒ１及びＲ２は、それぞれ置換アルキル基を含むアルキ
ル基、又は置換もしくは未置換のアリール基を表す。Ａは、置換アミノ基、置換もしくは
未置換のアリール基又はアリル基を表す。
【００７１】

【化３３】

　ただし、前記一般式（ｍ）中、Ｘは水素原子、低級アルキル基、又はハロゲン原子を表
す。Ｒは、置換もしくは無置換のアルキル基、又は置換もしくは無置換のアリール基を表
す。Ａは、置換アミノ基又は置換もしくは無置換のアリール基を表す。
【００７２】

【化３４】

　ただし、前記一般式（ｎ）中、Ｒ１は低級アルキル基、低級アルコキシ基又はハロゲン
原子を表す。Ｒ２及びＲ３は、同じでも異なっていてもよく、水素原子、低級アルキル基
、低級アルコキシ基又はハロゲン原子を表す。ｌ、ｍ、及びｎは、それぞれ０～４の整数
を表す。
【００７３】
【化３５】

　ただし、前記一般式（ｏ）中、Ｒ１、Ｒ３及びＲ４は、それぞれ水素原子、アミノ基、
アルコキシ基、チオアルコキシ基、アリールオキシ基、メチレンジオキシ基、置換もしく
は無置換のアルキル基、ハロゲン原子又は置換もしくは無置換のアリール基を表す。Ｒ２

は、水素原子、アルコキシ基、置換もしくは無置換のアルキル基、又はハロゲン原子を表
す。ただし、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４が、すべて水素原子である場合は除き、また、ｋ
、ｌ、ｍ及びｎは１、２、３又は４の整数であり、それぞれが２、３又は４の整数の時に
は、前記Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３及びＲ４は同じでも異なっていてもよい。
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【００７４】
【化３６】

　ただし、前記一般式（ｐ）中、Ａｒは、置換基を有してもよい炭素数１８個以下の縮合
多環式炭化水素基を表す。Ｒ１及びＲ２は、水素原子、ハロゲン原子、置換もしくは無置
換のアルキル基、アルコキシ基、又は置換もしくは無置換のフェニル基を表し、それぞれ
同じでも異なっていてもよい。ｎは１もしくは２の整数を表す。
【００７５】
Ａ－ＣＨ＝ＣＨ－Ａｒ－ＣＨ＝ＣＨ－Ａ　・・・　一般式（ｑ）
　ただし、前記一般式（ｑ）中、Ａｒは置換もしくは無置換の芳香族炭化水素基を表す。
　Ａは、下記構造式で表される置換基を表す。
【化３７】

　ただし、前記構造式中、Ａｒ’は、置換もしくは無置換の芳香族炭化水素基を表し、Ｒ
１及びＲ２は、それぞれ置換もしくは無置換のアルキル基、又は置換もしくは無置換のア
リール基を表す。
【００７６】
【化３８】

　ただし、前記一般式（ｒ）中、Ａｒは、置換もしくは無置換の芳香族炭化水素基を表す
。Ｒは、水素原子、置換もしくは無置換のアルキル基、又は置換もしくは無置換のアリー
ル基を表す。ｎは０又は１、ｍは１又は２であって、ｎ＝０、ｍ＝１の場合、ＡｒとＲは
共同で環を形成してもよい。
【００７７】
　前記一般式（ａ）で表される化合物としては、例えば、９－エチルカルバゾール－３－
アルデヒド－１－メチル－１－フェニルヒドラゾン、９－エチルカルバゾール－３－アル
デヒド－１－ベンジル－１－フェニルヒドラゾン、９－エチルカルバゾール－３－アルデ
ヒド－１,１－ジフェニルヒドラゾン、などが挙げられる。
　前記一般式（ｂ）で表される化合物としては、例えば、４－ジエチルアミノスチリル－
β－アルデヒド－１－メチル－１－フェニルヒドラゾン、４－メトキシナフタレン－１－
アルデヒド－１－ベンジル－１－フェニルヒドラゾン、などが挙げられる。
　前記一般式（ｃ）で表される化合物としては、例えば、４－メトキシベンズアルデヒド
－１－メチル－１－フェニルヒドラゾン、２，４－ジメトキシベンズアルデヒド－１－ベ
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ンジル－１－フェニルヒドラゾン、４－ジエチルアミノベンズアルデヒド－１,１－ジフ
ェニルヒドラゾン、４－メトキシベンズアルデヒド－１－（４－メトキシ）フェニルヒド
ラゾン、４－ジフェニルアミノベンズアルデヒド－１－ベンジル－１－フェニルヒドラゾ
ン、４－ジベンジルアミノベンズアルデヒド－１,１－ジフェニルヒドラゾン、などが挙
げられる。
【００７８】
　前記一般式（ｄ）で表される化合物としては、例えば、１,１－ビス（４－ジベンジル
アミノフェニル）プロパン、トリス（４－ジエチルアミノフェニル）メタン、１，１－ビ
ス（４－ジベンジルアミノフェニル）プロパン、２，２’－ジメチル－４，４’－ビス（
ジエチルアミノ）－トリフェニルメタン、などが挙げられる。
　前記一般式（ｅ）で表される化合物としては、例えば、９－（４－ジエチルアミノスチ
リル）アントラセン、９－ブロム－１０－（４－ジエチルアミノスチリル）アントラセン
、などが挙げられる。
　前記一般式（ｆ）で表される化合物としては、例えば、９－（４－ジメチルアミノベン
ジリデン）フルオレン、３－（９－フルオレニリデン）－９－エチルカルバゾール、など
が挙げられる。
　前記一般式（ｇ）で表される化合物としては、例えば、１，２－ビス（４－ジエチルア
ミノスチリル）ベンゼン、１，２－ビス（２、４－ジメトキシスチリル）ベンゼン、など
が挙げられる。
　前記一般式（ｈ）で表される化合物としては、例えば、３－スチリル－９－エチルカル
バゾール、３－（４－メトキシスチリル）－９－エチルカルバゾール、などが挙げられる
。
【００７９】
　前記一般式（ｉ）で表される化合物としては、例えば、４－ジフェニルアミノスチルベ
ン、４－ジベンジルアミノスチルベン、４－ジトリルアミノスチルベン、１－（４－ジフ
ェニルアミノスチリル）ナフタレン、１－（４－ジフェニルアミノスチリル）ナフタレン
、などが挙げられる。
　前記一般式（ｊ）で表される化合物としては、例えば、４’－ジフェニルアミノ－α－
フェニルスチルベン、４’－ビス（４－メチルフェニル）アミノ－α－フェニルスチルベ
ン、などが挙げられる。
　前記一般式（ｋ）で表される化合物としては、例えば、１－フェニル－３－（４－ジエ
チルアミノスチリル）－５－（４－ジエチルアミノフェニル）ピラゾリン、などが挙げら
れる。
　前記一般式（ｌ）で表される化合物としては、例えば、２、５－ビス（４－ジエチルア
ミノフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール、２－Ｎ,Ｎ－ジフェニルアミノ－５－
（４－ジエチルアミノフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール、２－（４－ジメチル
アミノフェニル）－５－（４－ジエチルアミノフェニル）－１，３，４－オキサジアゾー
ル、などが挙げられる。
　前記一般式（ｍ）で表される化合物としては、例えば、２－Ｎ,Ｎ－ジフェニルアミノ
－５－（Ｎ－エチルカルバゾール－３－イル）－１，３，４－オキサジアゾール、２－（
４－ジエチルアミノフェニル）－５－（Ｎ－エチルカルバゾール－３－イル）－１，３，
４－オキサジアゾール、などが挙げられる。
　前記一般式（ｎ）で表されるベンジジン化合物としては、例えば、Ｎ,Ｎ’－ジフェニ
ル－Ｎ,Ｎ’－ビス（３－メチルフェニル）－[１，１’－ビフェニル]－４，４’－ジア
ミン、３，３’－ジメチル－Ｎ,Ｎ,Ｎ’,Ｎ’－テトラキス（４－メチルフェニル）－[１
，１’－ビフェニル]－４，４’－ジアミン、などが挙げられる。
【００８０】
　前記一般式（ｏ）で表されるビフェニリルアミン化合物としては、例えば、４’－メト
キシ－Ｎ,Ｎ－ジフェニル－[１，１’－ビフェニル]－４－アミン、４’－メチル－Ｎ,Ｎ
－ビス（４－メチルフェニル）－[１，１’－ビフェニル]－４－アミン、４’－メトキシ
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－Ｎ,Ｎ－ビス（４－メチルフェニル）－[１，１’－ビフェニル]－４－アミン、Ｎ,Ｎ－
ビス（３，４－ジメチルフェニル）－[１，１’－ビフェニル]－４－アミン、などが挙げ
られる。
　前記一般式（ｐ）で表されるトリアリールアミン化合物としては、例えば、Ｎ,Ｎ－ジ
フェニル－ピレン－１－アミン、Ｎ,Ｎ－ジ－ｐ－トリル－ピレン－１－アミン、Ｎ,Ｎ－
ジ－p－トリル－１－ナフチルアミン、Ｎ,Ｎ－ジ（p－トリル）－１－フェナントリルア
ミン、９，９－ジメチル－２－（ジ－p－トリルアミノ）フルオレン、Ｎ,Ｎ,Ｎ’,Ｎ’－
テトラキス（４－メチルフェニル）－フェナントレン－９，１０－ジアミン、Ｎ,Ｎ,Ｎ’
,Ｎ’－テトラキス（３－メチルフェニル）－ｍ－フェニレンジアミン、などが挙げられ
る。
【００８１】
　前記一般式（ｑ）で表されるジオレフィン芳香族化合物としては、例えば、１，４－ビ
ス（４－ジフェニルアミノスチリル）ベンゼン、１，４－ビス[４－ジ（p－トリル）アミ
ノスチリル]ベンゼン、などが挙げられる。
　前記一般式（ｒ）で表されるスチリルピレン化合物としては、例えば、１－（４－ジフ
ェニルアミノスチリル）ピレン、１－（Ｎ,Ｎ－ジ－p－トリル－４－アミノスチリル）ピ
レン、などが挙げられる。
【００８２】
－バインダー樹脂－
　前記表面保護層におけるバインダー樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜
選択することができ、例えば、ＡＳ樹脂、ＡＢＳ樹脂、ＡＣＳ樹脂、オレフィン－ビニル
モノマー共重合体、塩素化ポリエーテル樹脂、アリル樹脂、フェノール樹脂、ポリアセタ
ール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、ポリアクリレート樹脂、ポリアリル
スルホン樹脂、ポリブチレン樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂、ポリカーボネート
樹脂、ポリエーテルスルホン樹脂、ポリエチン樹脂、ポリエチレンテレフタレート樹脂、
ポリイミド樹脂、アクリル樹脂、ポリメチルペンテン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリフ
ェニレンオキシド樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポ
リ塩化ビニリデン樹脂、エポキシ樹脂などが挙げられる。
　なお、前記表面保護層に後述する電荷輸送層で挙げた低分子電荷輸送物質又は高分子電
荷輸送物質を添加することは、残留電位の低減及び画質向上に対して有効かつ有用である
。
【００８３】
　本発明における表面保護層用塗工液は、フィラー、酸価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００
ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物、電荷輸送物質、並びに前記一般式（１）及び（２）のいず
れかで表される化合物、バインダー樹脂、シクロペンタノン及びテトラヒドロフランを主
成分とする。したがって、本発明の保護層用塗工液に用いられる溶媒は、主にシクロペン
タノン及びテトラヒドロフランである。より好ましくは、フィラーの分散をフィラー、酸
価が１０ｍｇＫＯＨ／ｇ～７００ｍｇＫＯＨ／ｇの有機化合物及びシクロペンタノンで行
い、それによって得られたミルベースを、少なくとも電荷輸送物質、並びに前記一般式（
１）及び（２）のいずれかで表される化合物、バインダー樹脂及びテトラヒドロフランを
主成分とする溶液と混合し撹拌することによって、本発明の効果をより高めることができ
有効である。
　表面保護層用塗工液に含まれるシクロペンタノンとテトラヒドロフランの割合は、シク
ロペンタノン／テトラヒドロフラン＝１／９～５／５が好ましく、２／８～３／７がより
好ましい。シクロペンタノンの割合が多くなると、感光層から表面保護層への低酸化電位
の電荷輸送物質の染み出しが多くなり、初期残留電位、静電気的繰り返し特性、画像ボケ
が悪くなり、シクロペンタノンの割合が少なくなると、フィラー分散性の低下や、表面保
護層の成膜性が悪くなりやすい。
表面保護層用塗工液の固形分濃度は、２～１０重量％の範囲で用いることが好ましく、２
．５～６重量％がより好ましい。塗工液の固形分が低すぎる場合、感光層から表面保護層
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への低酸化電位の電荷輸送物質の染み出しが多くなり、初期残留電位、静電気的繰り返し
特性、画像ボケが悪くなり、塗工液の固形分が高すぎると、表面保護層の成膜性が悪くな
りやすい。
　表面保護層の成膜後の乾燥温度は、表面保護層塗工液に用いるシクロペンタノンの沸点
（約１３０℃）以上であって、１４０℃未満が好ましい。乾燥温度が高すぎると、表面保
護層の乾燥中に感光層の低酸化電位電荷輸送物質が表面保護層へ染み出し、初期残留電位
、静電気的繰り返し特性、画像ボケが悪くなる場合がある。また、乾燥温度が低すぎると
、残留溶媒の影響により、静電気的繰り返し特性が悪くなりやすい。
前記表面保護層の塗工方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、例えば、浸漬塗工法、スプレーコート法、ビートコート法、ノズルコート法、スピ
ナーコート法、リングコート法などの従来公知の方法が挙げられるが、感光層の低酸化電
位電荷輸送物質が表面保護層へ染み出し量を低減させるには、塗工膜形成時の溶媒含有量
や溶媒との接触時間を少なくする方が好ましく、その点でスプレーコートあるいは塗工液
量を規制したリングコートがより好ましい。
【００８４】
　前記表面保護層の厚みは、０．１μｍ～１０μｍが好ましく、２．０μｍ～８．０μｍ
がより好ましい。前記表面保護層の厚みが著しく増加すると、画質が若干劣化する傾向が
認められるため、必要最小限度の厚みに設定することが好ましい。
　また、前記表面保護層の必要厚みを一度で塗工し、表面保護層を形成することも可能で
あるが、２回以上重ねて塗工し、表面保護層を多層にする方が層中におけるフィラーの均
一性の面からより好ましい。これによって、残留電位の低減、解像度の向上、及び耐摩耗
性の向上に対してより一層の効果が得られる。
【００８５】
＜支持体＞
　前記支持体としては、体積抵抗１０１０Ω・ｃｍ以下の導電性を示すものであれば特に
制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、アルミニウム、ニッケル、
クロム、ニクロム、銅、金、銀、白金等の金属；酸化スズ、酸化インジウム等の金属酸化
物を蒸着又はスパッタリングにより、フィルム状もしくは円筒状のプラスチック、紙に被
覆したもの、或いはアルミニウム、アルミニウム合金、ニッケル、ステンレスなどの板又
はそれらを押し出し、引き抜きなどの工法で素管化後、切削、超仕上げ、研摩などの表面
処理を施した管などを使用することができる。また、特開昭５２－３６０１６号公報に開
示されたエンドレスニッケルベルト、エンドレスステンレスベルトも支持体として用いる
ことができる。また、厚み５０μｍ～１５０μｍのニッケル箔でもよく、或いは厚み５０
μｍ～１５０μｍのポリエチレンテレフタレートフィルムの表面にアルミニウム蒸着等の
導電加工を行ったものでもよい。
【００８６】
　その他、前記支持体上に導電性粉体を適当な結着樹脂に分散して塗工したものについて
も、本発明の支持体として用いることができる。
　前記導電性粉体としては、例えば、カーボンブラック、アセチレンブラック、また、ア
ルミニウム、ニッケル、鉄、ニクロム、銅、亜鉛、銀などの金属粉、或いは導電性酸化ス
ズ、ＩＴＯなどの金属酸化物粉体などが挙げられる。また、同時に用いられる結着樹脂に
は、ポリスチレン樹脂、スチレン－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ブタジエン共
重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエステル樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、
塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル樹脂、ポリ塩化ビニリデン樹脂、ポリ
アリレート樹脂、フェノキシ樹脂、ポリカーボネート樹脂、酢酸セルロース樹脂、エチル
セルロース樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、ポリビニルト
ルエン樹脂、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、アクリル樹脂、シリコーン樹脂、エポキシ
樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、フェノール樹脂、アルキッド樹脂などが挙げられる
。
　前記導電性層は、これらの導電性粉体と結着樹脂を適当な溶剤、例えば、テトラヒドロ
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フラン、ジクロロメタン、メチルエチルケトン、トルエンなどに分散して塗布することに
より設けることができる。
【００８７】
　更に、適当な円筒基体上にポリ塩化ビニル、ポリプロピレン、ポリエステル、ポリスチ
レン、ポリ塩化ビニリデン、ポリエチレン、塩化ゴム、テフロン（登録商標）などの素材
に前記導電性粉体を含有させた熱収縮チューブによって導電性層を設けてなるものも、導
電性支持体として良好に用いることができる。
【００８８】
＜感光層＞
－積層型感光層－
　前記積層型感光層は、電荷発生層、及び電荷輸送層を有し、上述したように、表面保護
層に含有される電荷輸送物質よりも酸化電位が小さい、前記一般式（３）及び（４）のい
ずれかで表される電荷輸送物質は電荷輸送層に含有される。
【００８９】
－－電荷発生層－－
　前記電荷発生層は、少なくとも電荷発生物質を含んでなり、バインダー樹脂、更に必要
に応じてその他の成分を含んでなる。
　前記電荷発生層は、電荷発生物質を主成分とする層である。電荷発生層には、公知の電
荷発生物質を用いることが可能である。例えば、モノアゾ顔料、ジスアゾ顔料、非対称ジ
スアゾ顔料、トリスアゾ顔料、カルバゾ－ル骨格を有するアゾ顔料（特開昭５３－９５０
３３号公報）、ジスチリルベンゼン骨格を有するアゾ顔料（特開昭５３－１３３４４５号
公報）、トリフェニルアミン骨格を有するアゾ顔料（特開昭５３－１３２３４７号公報）
、ジフェニルアミン骨格を有するアゾ顔料、ジベンゾチオフェン骨格を有するアゾ顔料（
特開昭５４－２１７２８号公報）、フルオレノン骨格を有するアゾ顔料（特開昭５４－２
２８３４号公報）、オキサジアゾ－ル骨格を有するアゾ顔料（特開昭５４－１２７４２号
公報）、ビススチルベン骨格を有するアゾ顔料（特開昭５４－１７７３３号公報）、ジス
チリルオキサジアゾ－ル骨格を有するアゾ顔料（特開昭５４－２１２９号公報）、ジスチ
リルカルバゾ－ル骨格を有するアゾ顔料（特開昭５４－１４９６７号公報）等のアゾ系顔
料；アズレニウム塩顔料、スクエアリック酸メチン顔料、ペリレン系顔料、アントラキノ
ン系又は多環キノン系顔料、キノンイミン系顔料、ジフェニルメタン及びトリフェニルメ
タン系顔料、ベンゾキノン及びナフトキノン系顔料、シアニン及びアゾメチン系顔料、イ
ンジゴイド系顔料、ビスベンズイミダゾ－ル系顔料、又は下記一般式（Ａ）で表される金
属フタロシアニン、無金属フタロシアニン等のフタロシアニン系顔料、などが挙げられる
。
【化３９】

　ただし、前記一般式（Ａ）中、Ｍ（中心金属）は、金属及び無金属（水素）の元素を表
す。
　前記Ｍ（中心金属）としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えばＨ、Ｌｉ、Ｂｅ、Ｎａ、Ｍｇ、Ａｌ、Ｓｉ、Ｋ、Ｃａ、Ｓｃ、Ｔｉ、Ｖ、Ｃｒ、
Ｍｎ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｃｕ、Ｚｎ、Ｇａ、Ｇｅ、Ｙ、Ｚｒ、Ｎｂ、Ｍｏ、Ｔｃ、Ｒｕ
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、Ｒｈ、Ｐｄ、Ａｇ、Ｃｄ、Ｉｎ、Ｓｎ、Ｓｂ、Ｂａ、Ｈｆ、Ｔａ、Ｗ、Ｒｅ、Ｏｓ、Ｉ
ｒ、Ｐｔ、Ａｕ、Ｈｇ、ＴＩ、Ｌａ、Ｃｅ、Ｐｒ、Ｎｄ、Ｐｍ、Ｓｍ、Ｅｕ、Ｇｄ、Ｔｂ
、Ｄｙ、Ｈｏ、Ｅｒ、Ｔｍ、Ｙｂ、Ｌｕ、Ｔｈ、Ｐａ、Ｕ、Ｎｐ、Ａｍ等の単体、もしく
酸化物、塩化物、フッ化物、水酸化物、臭化物などの２種以上の元素からなる。
【００９０】
　前記フタロシアニン骨格を有する電荷発生物質とは、少なくとも前記一般式（Ａ）の基
本骨格を有していればよく、２量体、３量体など多量体構造を持つもの、更に高次の高分
子構造を持つものでもよく、基本骨格に様々な置換基を有するものでも構わない。これら
の様々なフタロシアニンのうち、中心金属にＴｉＯを有するチタニルフタロシアニン、無
金属フタロシアニン、クロロガリウムフタロシアニン、ヒドロキシガリウムフタロシアニ
ン等は感光体特性上特に好ましい。また、これらのフタロシアニンは、様々な結晶系を持
つことが知られており、例えばチタニルフタロシアニンの場合には、α、β、γ、ｍ、Ｙ
型等の銅フタロシアニンの場合、α、β、γ等の結晶多系を有している。同じ中心金属を
持つフタロシアニンにおいても、結晶系が変わることにより種々の特性も変化する。これ
らの種々の結晶系を有するフタロシアニン系顔料を用いた感光体の特性もそれに伴って変
化することが報告されている（電子写真学会誌　第２９巻　第４号(１９９０)）。このこ
とから、フタロシアニンの結晶系の選択は感光体特性上非常に重要である。
【００９１】
　これらのフタロシアニン系顔料の中でも、ＣｕＫαの特性Ｘ線（１．５４２Å）に対す
るブラッグ角２θの回折ピーク（±０．２゜）として少なくとも２７．２゜に最大回折ピ
ークを有するチタニルフタロシアニン結晶は特に高感度化を有しており、本発明において
は高速化が可能となるため特に有効に用いられる。その中でも、２７．２゜に最大回折ピ
ークを有し、更に９．４゜、９．６゜、２４．０゜に主要なピークを有し、最も低角側の
回折ピークとして７．３゜にピークを有し、該７．３°のピークと９．４゜のピークの間
にピークを有さず、更に２６．３°にピークを有さないチタニルフタロシアニン結晶は、
電荷発生効率が大きく、静電特性も良好で、地汚れが発生しにくい等、本発明の電荷発生
物質として極めて有効に使用できる。これらの電荷発生物質は、単独又は２種以上の混合
物として用いることができる。
【００９２】
　前記電荷発生物質においては、粒子サイズをより細かくすることにより、その効果がよ
り高くなる場合があり有効である。特に、フタロシアニン系顔料においては、平均粒子サ
イズは０．２５μｍ以下が好ましく、０．２μｍ以下がより好ましい。以下にその作製方
法を示す。感光層に含有される電荷発生物質の粒子サイズをコントロールするための方法
は、電荷発生物質を分散した後、０．２５μｍより大きい粗大粒子を取り除く方法である
。ここでいう平均粒子サイズとは、体積平均粒径であり、超遠心式自動粒度分布測定装置
：ＣＡＰＡ－７００（堀場製作所製）により求めたものである。この際、累積分布の５０
％に相当する粒子径（Ｍｅｄｉａｎ径）として算出されたものである。しかしながら、こ
の方法では微量の粗大粒子を検出できない場合があるため、より詳細に求めるには、電荷
発生物質粉末、或いは分散液を直接、電子顕微鏡にて観察し、その大きさを求めることが
重要である。
【００９３】
　次に、電荷発生物質を分散した後に、粗大粒子を取り除く方法について述べる。即ち、
出来る限り粒子を微細にした分散液を作製後、適当なフィルターで濾過する方法である。
分散液の作製に関しては一般的な方法が用いられ、電荷発生物質を必要に応じてバインダ
ー樹脂とともに適当な溶剤中にボールミル、アトライター、サンドミル、ビーズミル、超
音波などを用いて分散することで得られるものである。この際、バインダー樹脂は感光体
の静電特性などにより、また溶媒は顔料へのぬれ性、顔料の分散性などにより選択すれば
よい。
【００９４】
　この方法では、目視では観察できない（或いは粒径測定では検出できない）、残存する
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微量な粗大粒子をも取り除くことができ、また粒度分布を揃えるという点からも非常に有
効な手段である。具体的には、上述のように作製した分散液を有効孔径が５μｍ以下のフ
ィルター、より好ましくは３μｍ以下のフィルターにて濾過する操作を行い、分散液を完
成させるというものである。この方法によっても、粒子サイズの小さな（０．２５μｍ以
下、好ましくは０．２μｍ以下）電荷発生物質のみを含む分散液を作製することができ、
これを用いることにより、感度及び帯電性等の静電特性が改善され、その効果が持続し、
本発明の効果を高めることができる。
【００９５】
　この際、濾過される分散液の粒子サイズが大きすぎたり、粒度分布が広すぎたりする場
合には、濾過によるロスが大きくなったり、濾過の目詰まりを生じて濾過が不可能になっ
たりする場合がある。このため、濾過前の分散液においては、平均粒子サイズが０．３μ
ｍ以下で、その標準偏差が０．２μｍ以下に到達するまで分散を行った方が好ましい。平
均粒子サイズが０．３μｍ以上である場合には濾過によるロスが大きくなり、標準偏差が
０．２μｍ以上である場合には濾過時間が非常に長くなったりする不具合点を生じる場合
がある。
【００９６】
　前記電荷発生物質は、高感度な特性を示す電荷発生物質の特徴である分子間水素結合力
が極めて強い。このため、分散された顔料粒子の粒子間での相互作用も非常に強い。この
結果、分散機などにより分散された電荷発生物質粒子が、希釈などにより再凝集する可能
性が非常に大きく、上述のように分散終了後、特定サイズ以下のフィルターで濾過を行う
ことにより、このような凝集物を取り除くことができる。この際、分散液がチキソトロピ
ーな状態にあるため、使用するフィルターの有効孔径よりも小さなサイズの粒子まで除去
される。又は、構造粘性を示す液をフィルター処理によりニュートン性に近い状態に変え
ることもできる。このようにして、電荷発生物質の粗大粒子を取り除いてやることにより
、本発明の効果を更に向上させることができる。
【００９７】
　また、前記アゾ顔料の中では、下記一般式（Ｂ）で表されるアゾ顔料は有効に使用され
る。特に、アゾ顔料のＣｐ１とＣｐ２が互いに異なるものである非対称アゾ顔料は、キャ
リア発生効率が大きく、高速化に対して有効であり、本発明の電荷発生物質として好まし
く用いられる。
【化４０】

　ただし、前記一般式（Ｂ）中、Ｃｐ１及びＣｐ２はカップラー残基を表す。Ｒ２０１及
びＲ２０２はそれぞれ、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、アルコキシ基、シアノ基
のいずれかを表し、同一でも異なっていてもよい。またＣｐ１及びＣｐ２は下記構造式で
表される。
【化４１】
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　ただし、前記構造式中、Ｒ２０３は、水素原子、メチル基、エチル基などのアルキル基
、フェニル基などのアリール基を表す。
　Ｒ２０４、Ｒ２０５、Ｒ２０６、Ｒ２０７、及びＲ２０８は、それぞれ水素原子、ニト
ロ基、シアノ基；フッ素、塩素、臭素、ヨウ素等のハロゲン原子；トリフルオロメチル基
等のハロゲン化アルキル基；メチル基、エチル基等のアルキル基；メトキシ基、エトキシ
基等のアルコキシ基；ジアルキルアミノ基、又は水酸基を表す。Ｚは、置換もしくは無置
換の炭素環式芳香族基、芳香族炭素環、又は置換もしくは無置換の複素環式芳香族基、芳
香族複素環を構成するのに必要な原子群を表す。
【００９８】
　前記電荷発生層に必要に応じて用いられるバインダー樹脂としては、特に制限はなく、
目的に応じて適宜選択することができ、例えばポリアミド、ポリウレタン、エポキシ樹脂
、ポリケトン、ポリカーボネート、シリコーン樹脂、アクリル樹脂、ポリビニルブチラー
ル、ポリビニルホルマール、ポリビニルケトン、ポリスチレン、ポリ－Ｎ－ビニルカルバ
ゾ－ル、ポリアクリルアミド、ポリビニルベンザール、ポリエステル、フェノキシ樹脂、
塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリフェニレンオキシド、ポリビニ
ルピリジン、セルロース系樹脂、カゼイン、ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリド
ン、などが挙げられる。これらの中でも、ポリビニルブチラールが特に好ましい。これら
は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００９９】
　前記溶剤としては、例えばイソプロパノール、アセトン、メチルエチルケトン、シクロ
ヘキサノン、テトラヒドロフラン、ジオキサン、エチルセルソルブ、酢酸エチル、酢酸メ
チル、ジクロロメタン、ジクロロエタン、モノクロロベンゼン、シクロヘキサン、トルエ
ン、キシレン、リグロイン等の一般に用いられる有機溶剤が挙げられるが、これらの中で
も、ケトン系溶媒、エステル系溶媒、エーテル系溶媒を使用することが好ましい。これら
は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１００】
　前記電荷発生層は、電荷発生物質を必要に応じてバインダー樹脂と共に、ボールミル、
アトライター、サンドミル、超音波等の公知の分散方法を用いて溶剤中に分散して、塗工
液を得ることができる。なお、バインダー樹脂の添加は、電荷発生物質の分散前及び分散
後のどちらでも構わない。電荷発生層の塗工液は、電荷発生物質、溶媒及びバインダー樹
脂を主成分とするが、その中には、増感剤、分散剤、界面活性剤、シリコーンオイル等の
添加剤が含まれていてもよい。場合によっては、電荷発生層に後述の電荷輸送物質を添加
することも可能である。バインダー樹脂の添加量は、電荷発生物質１００質量部に対し５
００質量部以下が好ましく、１０質量部～３００質量部がより好ましい。
【０１０１】
　前記電荷発生層は、上記塗工液を用いて導電性支持体上或いは下引き層等の上に塗工し
、乾燥することにより形成される。塗工方法としては、浸漬塗工法、スプレーコート、ビ
ードコート、ノズルコート、スピナーコート、リングコート等の公知の方法を用いること
ができる。前記電荷発生層の厚みは、０．０１μｍ～５μｍが好ましく、０．１μｍ～２
μｍがより好ましい。また、塗工後の乾燥はオーブン等を用いて加熱乾燥される。電荷発
生層の乾燥温度は、５０℃～１６０℃であることが好ましく、８０℃～１４０℃がより好
ましい。
【０１０２】
－－電荷輸送層－－
　前記電荷輸送層は、帯電電荷を保持させ、かつ、露光により電荷発生層で発生分離した
電荷を移動させて保持していた帯電電荷と結合させることを目的とする層である。帯電電
荷を保持させる目的を達成するためには、電気抵抗が高いことが要求される。また、保持
していた帯電電荷で高い表面電位を得る目的を達成するためには、誘電率が小さく、かつ
電荷移動性がよいことが要求される。
【０１０３】
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　前記電荷輸送層は、電荷輸送物質及びバインダー樹脂を主成分とする。電荷輸送物質と
しては、正孔輸送物質、電子輸送物質等の低分子型の電荷輸送物質が用いられ、更に必要
に応じて高分子電荷輸送物質を添加することもできる。
　前記電子輸送物質（電子受容性物質）としては、例えば、クロルアニル、ブロムアニル
、テトラシアノエチレン、テトラシアノキノジメタン、２，４，７－トリニトロ－９－フ
ルオレノン、２，４，５，７－テトラニトロ－９－フルオレノン、２，４，５，７－テト
ラニトロキサントン、２，４，８－トリニトロチオキサントン、２，６，８－トリニトロ
－４Ｈ－インデノ〔１，２－ｂ〕チオフェン－４オン、１，３，７－トリニトロジベンゾ
チオフェン－５，５－ジオキサイド、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用して
もよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１０４】
　前記正孔輸送物質（電子供与性物質）としては、例えば、オキサゾール誘導体、オキサ
ジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、トリフェニルアミン誘導体、９－（ｐ－ジエチ
ルアミノスチリルアントラセン）、１，１－ビス－（４－ジベンジルアミノフェニル）プ
ロパン、スチリルアントラセン、スチリルピラゾリン、フェニルヒドラゾン類、α－フェ
ニルスチルベン誘導体、チアゾール誘導体、トリアゾール誘導体、フェナジン誘導体、ア
クリジン誘導体、ベンゾフラン誘導体、ベンズイミダゾール誘導体、チオフェン誘導体、
などが挙げられる。
　これらの正孔輸送物質の中でも、ジスチリル構造を含む化合物が残留電位上昇抑制に有
効であり、感光層の電荷発生物質にもよるが酸化電位としては０．７６Ｖ（ｖｓ　ＳＣＥ
）以下のものが好ましい。中でも、下記一般式（３）に示される化合物が、初期残留電位
を低減し、繰り返し使用時の残留電位上昇を抑制できることから、高画質化、高速化、装
置の小型化、画像出力時間の短縮化において極めて有効となる。
【化４２】

　ただし、前記一般式（３）中、Ｒ３～Ｒ６は、それぞれ水素原子、炭素数１～４のアル
キル基、炭素数１～４のアルコキシ基、及び置換基を有していてもよいフェニル基のいず
れかを表す。
　Ａは、置換基を有していてもよいアリーレン基、及び下記構造式（３－１）で表される
置換基のいずれかを表す。

【化４３】

　ただし、前記構造式（３－１）中、Ｒ７、Ｒ８、及びＲ９は、水素原子、炭素数１～４
のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、及びフェニル基のいずれかを表し、該フェ
ニル基は更に置換基により置換されていてもよい。
　Ｂは、置換基を有していてもよいアリール基、及び下記構造式（３－２）で表される置
換基のいずれかを表す。
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【化４４】

　ただし、前記構造式（３－２）中、Ａｒ３は、置換基を有していてもよいアリーレン基
を表す。Ａｒ４及びＡｒ５は、それぞれ置換基を有していてもよいアリール基を表す。
【０１０５】
　これらの化合物の中でも、下記一般式（４）で示されるジスチリルベンゼン誘導体は、
本発明において特に効果が高く、有効かつ有用である。

【化４５】

　ただし、前記一般式（４）中、Ｒ１０～Ｒ３５は、互いに同一であってもよいし、異な
っていてもよく、水素原子、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、
及び置換基を有していてもよいフェニル基のいずれかを表す。
【０１０６】
　これらの化合物は、高い移動度を有していることが有効である要因と考えられるが、上
記一般式（３）で示される化合物、特に上記一般式（４）で示されるジスチリルベンゼン
誘導体はそれに対し非常に有効な材料である。これらは、分子が比較的大きく直鎖状の分
子構造を有している上に、π共役系が分子全体に広がった特徴を有しており、これにより
電荷の分子間移動よりも分子内移動の割合が高まり、移動度の向上とともに移動度の電界
強度依存性が低減されるものと考えられる。
【０１０７】
　初期残留電位を低減し、繰り返し使用時の残留電位上昇を抑制するために、感光層には
一般式（３）及び（４）のいずれかで表される化合物と前記正孔輸送剤又は、後述する高
分子電荷輸送物質を組み合わせて含有させてもよい。
【０１０８】
　前記感光層における、前記一般式（３）及び（４）のいずれかで表される電荷輸送物質
の具体例を以下に示す。ただし、これらは一例であって、本発明はこれらの具体例に限定
されるものではない。
【化４６】
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【化４７】

【化４８】

【化４９】

　ただし、Ｍｅはメチル基を表す。
【化５０】

　ただし、Ｍｅはメチル基を表す。
【化５１】

　ただし、Ｍｅはメチル基を表す。
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【化５２】

　ただし、Ｍｅはメチル基を表す。
【化５３】

【化５４】

【化５５】
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【化５６】

【化５７】

【化５８】

【化５９】
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【化６０】

【化６１】

【化６２】

【化６３】

【化６４】
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【化６５】

【化６６】

　ただし、Ｍｅはメチル基を表す。
【化６７】

　ただし、Ｍｅはメチル基を表す。
【化６８】

【化６９】
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【化７０】

　ただし、Ｍｅはメチル基を表す。
【化７１】

【化７２】

【化７３】

【化７４】
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【化７５】

【化７６】

　ただし、Ｍｅはメチル基を表す。
【化７７】

　ただし、Ｍｅはメチル基を表す。
【化７８】
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【化７９】

【化８０】

【化８１】

【化８２】

【化８３】
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【化８４】

　ただし、Ｍｅはメチル基を表す。
【化８５】

　ただし、Ｍｅはメチル基を表す。
【化８６】

【化８７】

【化８８】
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【化８９】

【化９０】

【化９１】

【化９２】

【化９３】
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【化９４】

【化９５】

【化９６】

【化９７】

【化９８】

【化９９】



(51) JP 5391875 B2 2014.1.15

10

20

30

40

50

【化１００】

【化１０１】

【化１０２】

【化１０３】

【０１０９】
　前記高分子電荷輸送物質としては、以下のような構造を有するものが挙げられる。
（ａ）カルバゾール環を有する重合体としては、例えば、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール
、特開昭５０－８２０５６号公報、特開昭５４－９６３２号公報、特開昭５４－１１７３
７号公報、特開平４－１７５３３７号公報、特開平４－１８３７１９号公報、特開平６－
２３４８４１号公報に記載の化合物などが例示される。
（ｂ）ヒドラゾン構造を有する重合体としては、例えば、特開昭５７－７８４０２号公報
、特開昭６１－２０９５３号公報、特開昭６１－２９６３５８号公報、特開平１－１３４
４５６号公報、特開平１－１７９１６４号公報、特開平３－１８０８５１号公報、特開平
３－１８０８５２号公報、特開平３－５０５５５号公報、特開平５－３１０９０４号公報
、特開平６－２３４８４０号公報に記載の化合物等が例示される。
（ｃ）ポリシリレン重合体としては、例えば、特開昭６３－２８５５５２号公報、特開平
１－８８４６１号公報、特開平４－２６４１３０号公報、特開平４－２６４１３１号公報
、特開平４－２６４１３２号公報、特開平４－２６４１３３号公報、特開平４－２８９８
６７号公報に記載の化合物等が例示される。
（ｄ）トリアリールアミン構造を有する重合体としては、例えば、Ｎ，Ｎ－ビス（４－メ
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チルフェニル）－４－アミノポリスチレン、特開平１－１３４４５７号公報、特開平２－
２８２２６４号公報、特開平２－３０４４５６号公報、特開平４－１３３０６５号公報、
特開平４－１３３０６６号公報、特開平５－４０３５０号公報、特開平５－２０２１３５
号公報に記載の化合物等が例示される。
（ｅ）その他の重合体としては、例えば、ニトロピレンのホルムアルデヒド縮重合体、特
開昭５１－７３８８８号公報、特開昭５６－１５０７４９号公報、特開平６－２３４８３
６号公報、特開平６－２３４８３７号公報に記載の化合物等が例示される。
【０１１０】
　また、前記高分子電荷輸送物質としては、上記以外にも、例えば、トリアリールアミン
構造を有するポリカーボネート樹脂、トリアリールアミン構造を有するポリウレタン樹脂
、トリアリールアミン構造を有するポリエステル樹脂、トリアリールアミン構造を有する
ポリエーテル樹脂、などが挙げられる。前記高分子電荷輸送物質としては、例えば、特開
昭６４－１７２８号公報、特開昭６４－１３０６１号公報、特開昭６４－１９０４９号公
報、特開平４－１１６２７号公報、特開平４－２２５０１４号公報、特開平４－２３０７
６７号公報、特開平４－３２０４２０号公報、特開平５－２３２７２７号公報、特開平７
－５６３７４号公報、特開平９－１２７７１３号公報、特開平９－２２２７４０号公報、
特開平９－２６５１９７号公報、特開平９－２１１８７７号公報、特開平９－３０４９５
６号公報、などに記載の化合物が挙げられる。
【０１１１】
　また、電子供与性基を有する重合体としては、上記重合体だけでなく、公知の単量体と
の共重合体、ブロック重合体、グラフト重合体、スターポリマー、更には、例えば、特開
平３－１０９４０６号公報に開示されているような電子供与性基を有する架橋重合体など
を用いることもできる。
【０１１２】
　前記バインダー樹脂としては、例えば、ポリスチレン、スチレン－アクリロニトリル共
重合体、スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリカー
ボネート樹脂、ポリエステル樹脂、メタクリル樹脂、アクリル樹脂、ポリエチレン樹脂、
ポリ塩化ビニル樹脂、ポリ酢酸ビニル樹脂、ポリスチレン樹脂、フェノール樹脂、エポキ
シ樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリ塩化ビニリデン樹脂、アルキッド樹脂、シリコーン樹脂
、ポリビニルカルバゾール樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルホルマール樹脂
、ポリアクリレート樹脂、ポリアクリルアミド樹脂、フェノキシ樹脂、などが挙げられる
。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　なお、前記電荷輸送層は、架橋性のバインダー樹脂と架橋性の電荷輸送物質との共重合
体を含むこともできる。
　前記電荷輸送物質の含有量は、前記バインダー樹脂１００質量部に対し６５質量部～２
００質量部が好ましく、７０質量部～１５０質量部がより好ましい。
【０１１３】
　前記電荷輸送層は、これらの電荷輸送物質及びバインダー樹脂を適当な溶剤に溶解乃至
分散し、これを塗布し、乾燥することにより形成できる。前記電荷輸送層には、更に必要
に応じて、前記電荷輸送物質及びバインダー樹脂以外に、可塑剤、酸化防止剤、レベリン
グ剤等などの添加剤を適量添加することもできる。
　前記電荷輸送層の厚みは、解像度及び応答性の点から、４０μｍ以下が好ましく、下限
値については使用するシステム（特に帯電電位等）に応じて異なるが１５μｍ以上が好ま
しい。
【０１１４】
－単層型感光層－
　前記単層型感光層は、前記電荷発生物質、表面保護層に含有される電荷輸送物質よりも
酸化電位の小さい、前記一般式（３）及び（４）のいずれかで表される電荷輸送物質、バ
インダー樹脂等を適当な溶剤に溶解乃至分散し、これを導電性支持体上或いは下引き層上
に塗工し、乾燥することによって形成される。
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【０１１５】
　前記電荷発生物質及び電荷輸送物質（電子輸送物質及び正孔輸送物質）の詳細について
は、前述の電荷発生層及び電荷輸送層で挙げた材料を使用することが可能である。また、
前記バインダー樹脂としては、前述の電荷輸送層で挙げた樹脂の他に、電荷発生層で挙げ
た樹脂を混合して用いてもよい。その他の成分としては、例えば、可塑剤、微粒子、各種
添加剤、などが挙げられる。なお、バインダー樹脂として前述の高分子電荷輸送物質も良
好に使用できる。
　前記電荷発生物質の含有量は、前記バインダー樹脂１００質量部に対し５質量部～４０
質量部が好ましく、１０質量部～３０質量部がより好ましい。また、前記電荷輸送物質の
含有量は、前記バインダー樹脂１００質量部に対し１９０質量部以下が好ましく、５０質
量部～１５０質量部がより好ましい。
【０１１６】
　前記単層型感光層は、前記電荷発生物質、前記バインダー樹脂、及び前記電荷輸送物質
とともにテトラヒドロフラン、ジオキサン、ジクロロエタン、シクロヘキサノン、トルエ
ン、メチルエチルケトン、アセトン等の溶剤に溶解乃至分散し、これを浸漬塗工法、スプ
レーコート、ビードコート、リングコートなどで塗工して形成できる。また、必要により
可塑剤、レベリング剤、酸化防止剤、滑剤等の各種添加剤を添加することもできる。
　前記単層型感光層の厚みは、５μｍ～２５μｍが好ましい。前記単層型感光層は、積層
構成に比べて像担持体表面までの電荷輸送距離が短くなるが、電荷発生物質が分散された
構成であるが故に、電荷移動におけるバラツキは大きくなるため、効果としては必ずしも
高くなるわけではない。単層構成でも有効ではあるが、本発明においては積層構成の方が
より効果を発揮するに適している。
　前記単層型感光層の厚みは、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、
１０μｍ～４０μｍが好ましい。
【０１１７】
－下引き層－
　前記支持体と前記感光層との間には、必要に応じて、下引き層を設けてもよい。前記下
引き層は、接着性を向上する、モアレなどを防止する、上層の塗工性を改良する、残留電
位を低減するなどの目的で設けられる。
【０１１８】
　前記下引き層は、少なくとも樹脂、及び微粉末を含み、更に必要に応じてその他の成分
を含有してなる。
　前記樹脂としては、例えば、ポリビニルアルコール樹脂、カゼイン、ポリアクリル酸ナ
トリウム等の水溶性樹脂；共重合ナイロン、メトキシメチル化ナイロン等のアルコール可
溶性樹脂；ポリウレタン樹脂、メラミン樹脂、アルキッド－メラミン樹脂、エポキシ樹脂
等の三次元網目構造を形成する硬化型樹脂、などが挙げられる。
　前記微粉末としては、例えば酸化チタン、シリカ、アルミナ、酸化ジルコニウム、酸化
スズ、酸化インジウム等の金属酸化物、金属硫化物、又は金属窒化物などが挙げられる。
　また、下引き層として、シランカップリング剤、チタンカップリング剤、クロムカップ
リング剤などを含むものを使用することもできる。更に、下引き層として、Ａｌ２Ｏ３を
陽極酸化にて設けたもの、ポリパラキシリレン（パリレン）等の有機物、ＳｉＯ２、Ｓｎ
Ｏ２、ＴｉＯ２、ＩＴＯ、ＣｅＯ２等の無機物を真空薄膜作製法にて設けたものなども使
用できる。
　前記下引き層の厚みについては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、０．１μｍ～１０μｍが好ましく、１μｍ～５μｍがより好ましい。
【０１１９】
　前記感光体においては、必要に応じて前記支持体上に、接着性、電荷ブロッキング性を
向上させるために中間層を設けてもよい。該中間層は樹脂を主成分とするが、これらの樹
脂はその上に感光層を溶剤で塗布することを考えると、有機溶剤に対して耐溶剤性の高い
樹脂であることが好ましい。前記樹脂としては、前記下引き層と同様のものを適宜選択し
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て用いることができる。
　下引き層の微粉末は、溶剤及びバインダー樹脂と共に従来公知の方法、例えば、ボール
ミル、サンドミル、アトライター等により分散することにより塗工液を得ることができる
。バインダー樹脂は、分散前に添加してもよく、分散後に樹脂溶液として添加してもよい
。また、必要に応じて、硬化（架橋）に必要な薬剤、溶剤、添加剤、硬化促進剤等を加え
ることも可能であり有効である。これらの塗工液を用い、従来公知の方法、例えば浸漬塗
工法、スプレーコート、リングコート、ビードコート、ノズルコート法などを用いて導電
性基体上に形成される。塗布後は乾燥や加熱、必要に応じて光照射等の硬化処理により乾
燥あるいは硬化させることにより作製できる。
【０１２０】
－添加剤―
　本発明の電子写真感光体においては、耐環境性の改善のため、特に、感度低下、残留電
位の上昇を防止する目的で、電荷発生層、電荷輸送層、下引き層、表面保護層、単層型感
光層等の各層に酸化防止剤、可塑剤、滑剤、紫外線吸収剤、低分子電荷輸送物質、レベリ
ング剤などを添加することができる。
【０１２１】
　前記酸化防止剤として、例えば、フェノール系化合物、パラフェニレンジアミン類、有
機硫黄化合物類、有機燐化合物類、などが挙げられる。
　前記フェノール系化合物としては、例えば、２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール
、ブチル化ヒドロキシアニソール、２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－エチルフェノール、ス
テアリル－β－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、
２，２’－メチレン－ビス－（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メ
チレン－ビス－（４－エチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－チオビス－（３
－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－ブチリデンビス－（３－メチル－６
－ｔ－ブチルフェノール）、１，１，３－トリス－（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－
ｔ－ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－
ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、テトラキス－［メチレン－３－（
３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］メタン、ビ
ス［３，３’－ビス（４’－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチルフェニル）ブチリックアッシ
ド］クリコ－ルエステル、トコフェロール類などが挙げられる。
　前記パラフェニレンジアミン類としては、例えば、Ｎ－フェニル－Ｎ’－イソプロピル
－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、
Ｎ－フェニル－Ｎ－ｓｅｃ－ブチル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジ－イソプロ
ピル－ｐ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ’－ジメチル－Ｎ，Ｎ’－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－
フェニレンジアミンなどが挙げられる。
　前記ハイドロキノン類としては、例えば、２，５－ジ－ｔ－オクチルハイドロキノン、
２，６－ジドデシルハイドロキノン、２－ドデシルハイドロキノン、２－ドデシル－５－
クロロハイドロキノン、２－ｔ－オクチル－５－メチルハイドロキノン、２－（２－オク
タデセニル）－５－メチルハイドロキノンなどが挙げられる。
　前記有機硫黄化合物類としては、例えば、ジラウリル－３，３’－チオジプロピオネー
ト、ジステアリル－３，３’－チオジプロピオネート、ジテトラデシル－３，３’－チオ
ジプロピオネートなどが挙げられる。
　前記有機燐化合物類としては、例えば、トリフェニルホスフィン、トリ（ノニルフェニ
ル）ホスフィン、トリ（ジノニルフェニル）ホスフィン、トリクレジルホスフィン、トリ
（２，４－ジブチルフェノキシ）ホスフィンなどが挙げられる。
　これら化合物は、ゴム、プラスチック、油脂類などの酸化防止剤として知られており、
市販品を容易に入手できる。
　前記酸化防止剤の添加量は、添加する層の総質量に対して０．０１質量％～１０質量％
が好ましい。
【０１２２】
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　また、各層に添加できる可塑剤として、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択するこ
とができ、例えば、リン酸エステル系可塑剤、フタル酸エステル系可塑剤、芳香族カルボ
ン酸エステル系可塑剤、脂肪族二塩基酸エステル系可塑剤、脂肪酸エステル誘導体、オキ
シ酸エステル系可塑剤、エポキシ可塑剤、二価アルコールエステル系可塑剤、含塩素可塑
剤、ポリエステル系可塑剤、スルホン酸誘導体、クエン酸誘導体、その他の可塑剤などが
挙げられる。
【０１２３】
　前記リン酸エステル系可塑剤としては、例えばリン酸トリフェニル、リン酸トリクレジ
ル、リン酸トリオクチル、リン酸オクチルジフェニル、リン酸トリクロルエチル、リン酸
クレジルジフェニル、リン酸トリブチル、リン酸トリ－２－エチルヘキシル、リン酸トリ
フェニルなどが挙げられる。
　前記フタル酸エステル系可塑剤としては、例えばフタル酸ジメチル、フタル酸ジエチル
、フタル酸ジイソブチル、フタル酸ジブチル、フタル酸ジヘプチル、フタル酸ジ－２－エ
チルヘキシル、フタル酸ジイソオクチル、フタル酸ジ－ｎ－オクチル、フタル酸ジノニル
、フタル酸ジイソノニル、フタル酸ジイソデシル、フタル酸ジウンデシル、フタル酸ジト
リデシル、フタル酸ジシクロヘキシル、フタル酸ブチルベンジル、フタル酸ブチルラウリ
ル、フタル酸メチルオレイル、フタル酸オクチルデシル、フマル酸ジブチル、フマル酸ジ
オクチルなどが挙げられる。
　前記芳香族カルボン酸エステル系可塑剤としては、例えばトリメリット酸トリオクチル
、トリメリット酸トリ－ｎ－オクチル、オキシ安息香酸オクチルなどが挙げられる。
　前記脂肪族二塩基酸エステル系可塑剤としては、例えば、アジピン酸ジブチル、アジピ
ン酸ジ－ｎ－ヘキシル、アジピン酸ジ－２－エチルヘキシル、アジピン酸ジ－ｎ－オクチ
ル、アジピン酸－ｎ－オクチル－ｎ－デシル、アジピン酸ジイソデシル、アジピン酸ジカ
プリル、アゼライン酸ジ－２－エチルヘキシル、セバシン酸ジメチル、セバシン酸ジエチ
ル、セバシン酸ジブチル、セバシン酸ジ－ｎ－オクチル、セバシン酸ジ－２－エチルヘキ
シル、セバシン酸ジ－２－エトキシエチル、コハク酸ジオクチル、コハク酸ジイソデシル
、テトラヒドロフタル酸ジオクチル、テトラヒドロフタル酸ジ－ｎ－オクチルなどが挙げ
られる。
　前記脂肪酸エステル誘導体としては、例えばオレイン酸ブチル、グリセリンモノオレイ
ン酸エステル、アセチルリシノール酸メチル、ペンタエリスリトールエステル、ジペンタ
エリスリトールヘキサエステル、トリアセチン、トリブチリンなどが挙げられる。
　前記オキシ酸エステル系可塑剤としては、例えばアセチルリシノール酸メチル、アセチ
ルリシノール酸ブチル、ブチルフタリルブチルグリコレート、アセチルクエン酸トリブチ
ルなどが挙げられる。
　前記エポキシ可塑剤としては、例えばエポキシ化大豆油、エポキシ化アマニ油、エポキ
システアリン酸ブチル、エポキシステアリン酸デシル、エポキシステアリン酸オクチル、
エポキシステアリン酸ベンジル、エポキシヘキサヒドロフタル酸ジオクチル、エポキシヘ
キサヒドロフタル酸ジデシルなどが挙げられる。
　前記二価アルコールエステル系可塑剤としては、例えばジエチレングリコールジベンゾ
エート、トリエチレングリコールジ－２－エチルブチラートなどが挙げられる。
　前記含塩素可塑剤としては、例えば塩素化パラフィン、塩素化ジフェニル、塩素化脂肪
酸メチル、メトキシ塩素化脂肪酸メチルなどが挙げられる。
　前記ポリエステル系可塑剤としては、例えばポリプロピレンアジペート、ポリプロピレ
ンセバケート、ポリエステル、アセチル化ポリエステルなど挙げられる。
　前記スルホン酸誘導体としては、例えばｐ－トルエンスルホンアミド、ｏ－トルエンス
ルホンアミド、ｐ－トルエンスルホンエチルアミド、ｏ－トルエンスルホンエチルアミド
、トルエンスルホン－Ｎ－エチルアミド、ｐ－トルエンスルホン－Ｎ－シクロヘキシルア
ミドなどが挙げられる。
　前記クエン酸誘導体としては、例えばクエン酸トリエチル、アセチルクエン酸トリエチ
ル、クエン酸トリブチル、アセチルクエン酸トリブチル、アセチルクエン酸トリ－２－エ
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チルヘキシル、アセチルクエン酸－ｎ－オクチルデシルなどが挙げられる。
　前記その他の可塑剤としては、例えば、ターフェニル、部分水添ターフェニル、ショウ
ノウ、２－ニトロジフェニル、ジノニルナフタリン、アビエチン酸メチル、などが挙げら
れる。
【０１２４】
　各層に添加できる滑剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、例えば炭化水素系化合物、脂肪酸系化合物、脂肪酸アミド系化合物、エステル系化合
物、アルコール系化合物、金属石けん、天然ワックス、その他の滑剤などが挙げられる。
【０１２５】
　前記炭化水素系化合物としては、例えば流動パラフィン、パラフィンワックス、マイク
ロワックス、低重合ポリエチレンなどが挙げられる。
　前記脂肪酸系化合物としては、例えばラウリン酸、ミリスチン酸、パルチミン酸、ステ
アリン酸、アラキジン酸、ベヘン酸などが挙げられる。
　前記脂肪酸アミド系化合物としては、例えばステアリルアミド、パルミチルアミド、オ
レインアミド、メチレンビスステアロアミド、エチレンビスステアロアミドなどが挙げら
れる。
　前記エステル系化合物としては、例えば脂肪酸の低級アルコールエステル、脂肪酸の多
価アルコールエステル、脂肪酸ポリグリコールエステルなどが挙げられる。
　前記アルコール系化合物としては、例えばセチルアルコール、ステアリルアルコール、
エチレングリコール、ポリエチレングリコール、ポリグリセロールなどが挙げられる。
　前記金属石けんとしては、例えばステアリン酸鉛、ステアリン酸カドミウム、ステアリ
ン酸バリウム、ステアリン酸カルシウム、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸マグネシウム
などが挙げられる。
　前記天然ワックスとしては、例えばカルナバロウ、カンデリラロウ、蜜ロウ、鯨ロウ、
イボタロウ、モンタンロウなどが挙げられる。
　前記その他の滑剤としては、例えば、シリコーン化合物、フッ素化合物、などが挙げら
れる。
【０１２６】
　各層に添加できる紫外線吸収剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
ことができ、例えばベンゾフェノン系紫外線吸収剤、サルシレート系紫外線吸収剤、ベン
ゾトリアゾール系紫外線吸収剤、シアノアクリレート系紫外線吸収剤、クエンチャー（金
属錯塩系）紫外線吸収剤、ＨＡＬＳ（ヒンダードアミン）などが挙げられる。
【０１２７】
　前記ベンゾフェノン系紫外線吸収剤としては、例えば２－ヒドロキシベンゾフェノン、
２，４－ジヒドロキシベンゾフェノン、２，２'，４－トリヒドロキシベンゾフェノン、
２，２'，４，４'－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２，２'－ジヒドロキシ４－メト
キシベンゾフェノンなどが挙げられる。
　前記サルシレート系紫外線吸収剤としては、例えばフェニルサルシレート、２，４－ジ
－ｔ－ブチルフェニル－３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンゾエートなどが挙
げられる。
　前記ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤としては、例えば（２'－ヒドロキシフェニル
）ベンゾトリアゾール、（２'－ヒドロキシ５'－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、
（２'－ヒドロキシ５'－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、（２'－ヒドロキシ３'－
ターシャリブチル５'－メチルフェニル）５－クロロベンゾトリアゾールなどが挙げられ
る。
　前記シアノアクリレート系紫外線吸収剤としては、例えばエチル－２－シアノ－３，３
－ジフェニルアクリレート、メチル２－カルボメトキシ３（パラメトキシ）アクリレート
などが挙げられる。
　前記クエンチャー（金属錯塩系）紫外線吸収剤としては、例えばニッケル（２，２'チ
オビス（４－t-オクチル）フェノレート）ノルマルブチルアミン、ニッケルジブチルジチ
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オカルバメート、ニッケルジブチルジチオカルバメート、コバルトジシクロヘキシルジチ
オホスフェートなどが挙げられる。
　前記ＨＡＬＳ（ヒンダードアミン）としては、例えばビス（２，２，６，６－テトラメ
チル－４－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピ
ペリジル）セバケート、１－［２－〔３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフ
ェニル）プロピオニルオキシ〕エチル］－４－〔３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシフェニル）プロピオニルオキシ〕－２，２，６，６－テトラメチルピリジン、８
－ベンジル－７，７，９，９－テトラメチル－３－オクチル－１，３，８－トリアザスピ
ロ〔４，５〕ウンデカン－２，４－ジオン、４－ベンゾイルオキシ－２，２，６，６－テ
トラメチルピペリジンなどが挙げられる。
【０１２８】
（画像形成装置及び画像形成方法）
　本発明の画像形成装置は、電子写真感光体と、帯電手段と、露光手段と、現像手段と、
転写手段と、定着手段とを少なくとも有してなり、更に必要に応じて適宜選択したその他
の手段、例えば、クレーニング手段、除電手段、潤滑剤付与手段、リサイクル手段、制御
手段等を有してなる。
　前記電子写真感光体が、本発明の前記電子写真感光体である。
　本発明で用いられる画像形成方法は、帯電工程と、露光工程と、現像工程と、転写工程
と、定着工程とを少なくとも含み、更に必要に応じて適宜選択したその他の工程、例えば
、クレーニング工程、除電工程、潤滑剤付与工程、リサイクル工程、制御工程等を含んで
なる。
【０１２９】
　本発明で用いられる画像形成方法は、本発明の画像形成装置により好適に実施すること
ができ、前記帯電工程は前記帯電手段により行うことができ、前記露光工程は前記露光手
段により行うことができ、前記現像工程は前記現像手段により行うことができ、前記転写
工程は前記転写手段により行うことができ、前記定着工程は前記定着手段により行うこと
ができ、前記クリーニング工程は前記クリーニング手段により行うことができ、前記その
他の工程は前記その他の手段により行うことができる。
【０１３０】
－帯電工程及び帯電手段－
　前記帯電工程は、電子写真感光体表面を帯電させる工程であり、前記帯電手段により行
われる。
　前記帯電手段としては、前記電子写真感光体の表面に電圧を印加して一様に帯電させる
ことができるものであれば特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、
電子写真感光体と非接触で帯電させる非接触方式の帯電手段が用いられる。
　前記非接触の帯電手段としては、例えば、コロナ放電を利用した非接触帯電器及び針電
極デバイス、固体放電素子；電子写真感光体に対して微小な間隙をもって配設された導電
性又は半導電性の帯電ローラなどが挙げられる。これらの中でも、コロナ放電が特に好ま
しい。
【０１３１】
　前記コロナ放電は、空気中のコロナ放電によって発生した正又は負のイオンを電子写真
感光体の表面に与える非接触な帯電方法であり、電子写真感光体に一定の電荷量を与える
特性を持つコロトン帯電器と、一定の電位を与える特性を持つスコロトロン帯電器とがあ
る。
　前記コロトン帯電器は、放電ワイヤの周囲に半空間を占めるケーシング電極とそのほぼ
中心に置かれた放電ワイヤとから構成される。
　前記スコロトロン帯電器は、前記コロトロン帯電器にグリッド電極を追加したものであ
り、グリッド電極は電子写真感光体表面から１．０ｍｍ～２．０ｍｍ離れた位置に設けら
れている。
【０１３２】
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－露光工程及び露光手段－
　前記露光は、例えば、前記露光手段を用いて前記電子写真感光体の表面を像様に露光す
ることにより行うことができる。
　前記露光における光学系は、アナログ光学系とデジタル光学系とに大別される。前記ア
ナログ光学系は、原稿を光学系により直接電子写真感光体上に投影する光学系であり、前
記デジタル光学系は、画像情報が電気信号として与えられ、これを光信号に変換して電子
写真感光体を露光し作像する光学系である。
　前記露光手段としては、前記帯電手段により帯電された前記電子写真感光体の表面に、
形成すべき像様に露光を行うことができる限り特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができるが、例えば、複写光学系、ロッドレンズアレイ系、レーザ光学系、液晶シ
ャッタ光学系、ＬＥＤ光学系、などの各種露光器が挙げられる。これらの中でも、半導体
レーザ（ＬＤ）及び発光ダイオード（ＬＥＤ）のいずれかであり、該露光手段を用いてデ
ジタル方式で電子写真感光体上に静電潜像の書き込みを行うものが特に好ましい。
　また、前記半導体レーザ（ＬＤ）素子を感光体の主走査方向又は副走査方向に複数配列
したマルチビーム書き込みヘッドを組み入れた光源を使用してもよい。
　ここで、図１２に本発明で用いるマルチビーム露光手段の一例を示す。
　複数の発光点３０１ａを１次元又は２次元に配置した光源３０１からでた複数のレーザ
ビームはコリメートレンズ３０２によって平行拘束あるいは略平行拘束になり、シリンド
リカルレンズ３０３、アパーチャー３０４を介して回転多面鏡（ポリゴンミラー）３０５
によって主走査方向に偏向させられる。回転多面鏡によって偏向されたレーザビームは第
１走査レンズ３０６ａ、第２走査レンズ３０６ｂによって収束光となり、第１反射鏡３０
７ａ、第２反射鏡３０７ｂ、第３反射鏡３０７ｃを介して感光体３０８表面に結像され、
主走査方向に走査される。
　マルチビーム露光手段の光源としては端面発光レーザ、及び面発光レーザが使用可能で
ある。特に面発光レーザは発光点を２次元に配列したレーザアレイを形成することができ
、画像形成装置の高速化、小型化、画像の解像度向上に有効である。
　なお、本発明においては、前記電子写真感光体の裏面側から像様に露光を行う光背面方
式を採用してもよい。
【０１３３】
－現像工程及び現像手段－
　前記現像工程は、前記静電潜像を、トナー乃至現像剤を用いて現像して可視像を形成す
る工程である。
　前記可視像の形成は、例えば、前記静電潜像を前記トナー乃至前記現像剤を用いて現像
することにより行うことができ、前記現像手段により行うことができる。
　前記現像手段は、例えば、前記トナー乃至前記現像剤を用いて現像することができる限
り、特に制限はなく、公知のものの中から適宜選択することができ、例えば、前記トナー
乃至現像剤を収容し、前記静電潜像に該トナー乃至該現像剤を接触又は非接触的に付与可
能な現像器を少なくとも有するものが好適に挙げられる。
【０１３４】
　前記現像器は、乾式現像方式のものであってもよいし、湿式現像方式のものであっても
よく、また、単色用現像器であってもよいし、多色用現像器であってもよく、例えば、前
記トナー乃至前記現像剤を摩擦攪拌させて帯電させる攪拌器と、回転可能なマグネットロ
ーラとを有してなるもの、などが好適に挙げられる。
【０１３５】
　前記現像器内では、例えば、前記トナーと前記キャリアとが混合攪拌され、その際の摩
擦により該トナーが帯電し、回転するマグネットローラの表面に穂立ち状態で保持され、
磁気ブラシが形成される。該マグネットローラは、前記電子写真感光体（感光体）近傍に
配置されているため、該マグネットローラの表面に形成された前記磁気ブラシを構成する
前記トナーの一部は、電気的な吸引力によって該電子写真感光体の表面に移動する。その
結果、前記静電潜像が該トナーにより現像されて該電子写真感光体の表面に該トナーによ
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る可視像が形成される。
【０１３６】
　前記現像器に収容させる現像剤は、前記トナーを含む現像剤であるが、該現像剤として
は一成分現像剤であってもよいし、二成分現像剤であってもよい。
【０１３７】
－転写工程及び転写手段－
　前記転写工程は、前記可視像を記録媒体に転写する工程であるが、中間転写体を用い、
該中間転写体上に可視像を一次転写した後、該可視像を前記記録媒体上に二次転写する態
様が好ましく、前記トナーとして二色以上、好ましくはフルカラートナーを用い、可視像
を中間転写体上に転写して複合転写像を形成する第一次転写工程と、該複合転写像を記録
媒体上に転写する第二次転写工程とを含む態様がより好ましい。
　前記転写は、例えば、前記可視像を転写帯電器を用いて前記電子写真感光体を帯電する
ことにより行うことができ、前記転写手段により行うことができる。前記転写手段として
は、可視像を中間転写体上に転写して複合転写像を形成する第一次転写手段と、該複合転
写像を記録媒体上に転写する第二次転写手段とを有する態様が好ましい。
　なお、前記中間転写体としては、特に制限はなく、目的に応じて公知の転写体の中から
適宜選択することができ、例えば、転写ベルト等が好適に挙げられる。
【０１３８】
　前記転写手段（前記第一次転写手段、前記第二次転写手段）は、前記電子写真感光体上
に形成された前記可視像を前記記録媒体側へ剥離帯電させる転写器を少なくとも有するの
が好ましい。前記転写手段は、１つであってもよいし、２つ以上であってもよい。前記転
写器としては、例えば、コロナ放電によるコロナ転写器、転写ベルト、転写ローラ、圧力
転写ローラ、粘着転写器、などが挙げられる。
　なお、記録媒体としては、代表的には普通紙であるが、現像後の未定着像を転写可能な
ものなら、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、ＯＨＰ用のＰＥＴベ
ース等も用いることができる。
【０１３９】
－定着工程及び定着手段－
　前記定着工程は、記録媒体に転写された可視像を定着装置を用いて定着させる工程であ
り、各色のトナーに対し前記記録媒体に転写する毎に行ってもよいし、各色のトナーに対
しこれを積層した状態で一度に同時に行ってもよい。
【０１４０】
　前記定着手段としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、
定着部材と該定着部材を加熱する熱源とを有するものが用いられる。
　前記定着部材としては、例えば、無端状ベルトとローラとの組合せ、ローラとローラと
の組合せ、などが挙げられるが、ウォームアップ時間を短縮することができ、省エネルギ
ー化の実現の点で、また、定着可能幅の拡大の点で、熱容量が小さい無端状ベルトとロー
ラとの組合せであるのが好ましい。
【０１４１】
　前記除電工程は、前記電子写真感光体に対し除電バイアスを印加して除電を行う工程で
あり、除電手段により好適に行うことができる。
　前記除電手段としては、特に制限はなく、前記電子写真感光体に対し除電バイアスを印
加することができればよく、公知の除電器の中から適宜選択することができ、例えば、除
電ランプ等が好適に挙げられる。
【０１４２】
　前記クリーニング工程は、前記電子写真感光体上に残留する前記トナーを除去する工程
であり、クリーニング手段により好適に行うことができる。なお、クリーニング手段を用
いることなく、摺擦部材で残留トナーの電荷を揃え、現像ローラで回収する方法を採用す
ることもできる。
　前記クリーニング手段としては、特に制限はなく、前記電子写真感光体上に残留する前
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記電子写真トナーを除去することができればよく、公知のクリーナの中から適宜選択する
ことができ、例えば、磁気ブラシクリーナ、静電ブラシクリーナ、磁気ローラクリーナ、
ブレードクリーナ、ブラシクリーナ、ウエブクリーナ等が好適に挙げられる。
【０１４３】
－潤滑剤付与工程及び潤滑剤付与手段－
　前記潤滑剤付与工程は、電子写真感光体表面に潤滑剤を付与する工程であり、潤滑剤付
与手段により実施される。該潤滑剤付与手段は、電子写真感光体の回転方向におけるクリ
ーニング手段の下流に設けられていることが好ましい。
　前記潤滑剤付与手段は、潤滑剤を前記電子写真感光体上に供給する潤滑剤供給手段と、
該供給された潤滑剤を前記電子写真感光体表面に塗布する潤滑剤塗布手段とを有する。
【０１４４】
　前記潤滑剤塗布手段としては、塗布ブレードが好ましい。
　前記塗布ブレードの材料としては、特に制限はなく、クリーニングブレード用材料とし
て公知のものの中から目的に応じて適宜選択することができるが、例えばウレタンゴム、
ヒドリンゴム、シリコーンゴム、フッ素ゴムなどが挙げられる。これらは、１種単独で使
用してもよいし、２種以上を併用してもよい。これらブレードは、電子写真感光体との接
点部分を低摩擦係数材料で、コーティング及び含浸処理してもよい。また、弾性体の硬度
を調整するために、有機フィラー、無機フィラー等の充填材を分散させてもよい。
【０１４５】
　前記塗布ブレードは、ブレード支持体に、先端部が感光体表面へ押圧当接できるように
、接着又は融着等の任意の方法によって固定される。前記ブレードの厚みについては、押
圧で加える力との兼ね合いで一義的に規定できるものではないが、０．５ｍｍ～５ｍｍが
好ましく、１ｍｍ～３ｍｍがより好ましい。
　また、支持体から突き出し、たわみを持たせることができるブレードの長さ、いわゆる
自由長についても同様に押圧で加える力との兼ね合いで一義的に規定できるものではない
が、１ｍｍ～１５ｍｍが好ましく、２ｍｍ～１０ｍｍがより好ましい。
【０１４６】
　前記ブレードの他の構成としては、バネ板等の弾性金属ブレード表面に、必要に応じて
カップリング剤、プライマー成分等を介して、樹脂、ゴム、エラストマー等の被覆層をコ
ーティング、ディッピング等の方法で形成し、必要により熱硬化等を行い、更に必要であ
れば表面研摩等を施して用いてもよい。
【０１４７】
　前記被覆層は、少なくともバインダー樹脂及び充填剤を含有してなり、更に必要に応じ
てその他の成分を含有してなる。
　前記バインダー樹脂としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
るが、例えばＰＦＡ、ＰＴＦＥ、ＦＥＰ、ＰＶｄＦ等のフッ素樹脂；フッ素系ゴム、メチ
ルフェニルシリコーンエラストマー等のシリコーン系エラストマーなどが挙げられる。
【０１４８】
　前記弾性金属ブレードの厚みは、０．０５ｍｍ～３ｍｍが好ましく、０．１ｍｍ～１ｍ
ｍがより好ましい。前記弾性金属ブレードでは、ブレードのねじれを抑止するために、取
り付け後に支軸と略平行となる方向に、曲げ加工等の処理を施してもよい。
【０１４９】
　前記塗布ブレードで感光体を押圧する力は、潤滑剤が延展し層の状態になる力で十分で
あり、バネ圧として１．０Ｎ～１０Ｎが好ましく、２．０Ｎ～８．０Ｎがより好ましい。
【０１５０】
　前記潤滑剤供給手段としては、電子写真感光体に接触して回転するブラシ状ローラであ
り、該ブラシ状ローラが潤滑剤を摺擦し掻き取って該電子写真感光体上に潤滑剤を供給す
ることが好ましい。
　この場合、感光体表面への機械的ストレスを抑制するためにはブラシ繊維は可撓性を有
することが好ましい。前記可撓性のブラシ繊維の材料としては、特に制限はなく、目的に
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応じて適宜選択することができるが、例えばポリオレフィン系樹脂（例えばポリエチレン
、ポリプロピレン）；ポリビニル系樹脂又はポリビニリデン系樹脂（例えばポリスチレン
、アクリル樹脂、ポリアクリロニトリル、ポリビニルアセテート、ポリビニルアルコール
、ポリビニルブチラール、ポリ塩化ビニル、ポリビニルカルバゾール、ポリビニルエーテ
ル、ポリビニルケトン）；塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体；スチレン－アクリル酸共重
合体；スチレン－ブタジエン樹脂；フッ素樹脂（例えばポリテトラフルオロエチレン、ポ
リフッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、ポリクロロトリフルオロエチレン）；ポリエス
テル；ナイロン；アクリル；レーヨン；ポリウレタン；ポリカーボネート；フェノール樹
脂；アミノ樹脂（例えば尿素－ホルムアルデヒド樹脂、メラミン樹脂、ベンゾグアナミン
樹脂、ユリア樹脂、ポリアミド樹脂）などが挙げられる。
　なお、撓みの程度を調整するため、例えばジエン系ゴム、スチレン－ブタジエンゴム（
ＳＢＲ）、エチレンプロピレンゴム、イソプレンゴム、ニトリルゴム、ウレタンゴム、シ
リコーンゴム、ヒドリンゴム、ノルボルネンゴム等を複合してもよい。
【０１５１】
　前記潤滑剤供給手段の支持体としては、固定型と回動可能なロール状のものがある。ロ
ール状の供給部材としては、例えばブラシ繊維をパイル地にしたテープを金属製の芯金に
スパイラル状に巻き付けてロールブラシとしたものなどが挙げられる。前記ブラシ繊維と
しては繊維径１０μｍ～５００μｍ程度、ブラシの繊維の長さは１ｍｍ～１５ｍｍ、ブラ
シ密度は１平方インチ当たり１万～３０万本（１平方メートル当たり１．５×１０７～４
．５×１０８本）が好適である。
【０１５２】
　前記潤滑剤供給手段は、供給の均一性、供給の安定性の面から、ブラシ密度の高いもの
を使用することが好ましく、１本の繊維を数本～数百本の微細な繊維から作製することが
好ましい。例えば、３３３デシテックス＝６．７デシテックス×５０フィラメント（３０
０デニール＝６デニール×５０フィラメント）のように６．７デシテックス（６デニール
）の微細な繊維を５０本束ねて１本の繊維として植毛することが好適である。
【０１５３】
　また、ブラシ表面には必要に応じてブラシの表面形状及び環境安定性等を安定化するこ
とを目的として、被覆層を設けてもよい。該被覆層を構成する成分としては、ブラシ繊維
の撓みに応じて変形することが可能な被覆層成分を用いることが好ましい。前記被覆層成
分としては、可撓性を保持し得る材料であれば特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができるが、例えばポリエチレン、ポリプロピレン、塩素化ポリエチレン、クロロ
スルホン化ポリエチレン等のポリオレフィン系樹脂；ポリスチレン、アクリル（例えばポ
リメチルメタクリレート）、ポリアクリロニトリル、ポリビニルアセテート、ポリビニル
アルコール、ポリビニルブチラール、ポリ塩化ビニル、ポリビニルカルバゾール、ポリビ
ニルエーテル、ポリビリケトン等のポリビニル又はポリビニリデン系樹脂；塩化ビニル－
酢酸ビニル共重合体；オルガノシロキサン結合からなるシリコーン樹脂又はその変性品（
例えばアルキッド樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂等による変
性品）；パーフルオロアルキルエーテル、ポリフルオロビニル、ポリフルオロビニリデン
、ポリクロロトリフルオロエチレン等の弗素樹脂；ポリアミド；ポリエステル；ポリウレ
タン；ポリカーボネート；尿素－ホルムアルデヒド樹脂等のアミノ樹脂；エポキシ樹脂、
又はこれらの複合樹脂などが挙げられる。
【０１５４】
　前記潤滑剤としては、金属石鹸が好適である。該金属石鹸としては、例えばステアリン
酸亜鉛、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸鉛、ステアリン酸鉄、ステアリン酸ニッケ
ル、ステアリン酸コバルト、ステアリン酸銅、ステアリン酸ストロンチウム、ステアリン
酸カルシウム、ステアリン酸カドミウム、ステアリン酸マグネシウム、オレイン酸亜鉛、
オレイン酸マンガン、オレイン酸鉄、オレイン酸コバルト、オレイン酸鉛、オレイン酸マ
グネシウム、オレイン酸銅、パルチミン酸、亜鉛パルチミン酸コバルト、パルチミン酸銅
、パルチミン酸マグネシウム、パルチミン酸アルミニウム、パルチミン酸カルシウム、カ
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プリル酸鉛、カプロン酸鉛、リノレン酸亜鉛、リノレン酸コバルト、リノレン酸カルシウ
ム、リコリノレン酸カドミウム、キャンデリラワックス、カルナウバワックス、ライスワ
ックス、木ろう、オオバ油、みつろう、ラノリンなどが挙げられる。これらは、１種単独
で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも、ステアリン酸亜鉛、
ステアリン酸アルミニウム、ステアリン酸カルシウムが特に好ましい。
【０１５５】
　前記潤滑剤を一定の形状、例えば角柱状又は円柱状に成型するための方法としては、固
体物質の成型方法として公知の方法を用いることができ、例えば、溶融成型法、粉末成型
法、熱プレス成型法、冷間等方圧プレス法（ＣＩＰ）、熱間等方圧プレス法（ＨＩＰ）な
どが挙げられる。
【０１５６】
　前記リサイクル工程は、前記クリーニング工程により除去した前記トナーを前記現像手
段にリサイクルさせる工程であり、リサイクル手段により好適に行うことができる。前記
リサイクル手段としては、特に制限はなく、公知の搬送手段等が挙げられる。
【０１５７】
　前記制御工程は、前記各工程を制御する工程であり、制御手段により好適に行うことが
できる。
　前記制御手段としては、前記各手段の動きを制御することができる限り特に制限はなく
、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、シークエンサー、コンピュータ等の機
器が挙げられる。
【０１５８】
　ここで、図４は、本発明の画像形成装置の一例を示す概略図である。この図４において
、電子写真感光体１は、本発明の前記電子写真感光体である。なお、図４では感光体１は
ドラム形状であるが、シート状、エンドレスベルト状のものであってもよい。
　帯電チャージャ３、転写前チャージャ７、転写チャージャ１０、分離チャージャ１１、
及びクリーニング前チャージャ１３としては、コロトロン、スコロトロン、固体帯電器（
ソリッド・ステート・チャージャ）等の非接触のコロナ放電式の帯電手段が用いられてい
る。
【０１５９】
　転写手段としては、一般に上記の帯電器が使用できるが、図４に示すように転写チャー
ジャ１０と分離チャージャ１１とを併用したものが効果的である。
　また、露光部５、及び除電ランプ２等の光源としては、蛍光灯、タングステンランプ、
ハロゲンランプ、水銀灯、ナトリウム灯、発光ダイオード（ＬＥＤ）、半導体レーザ（Ｌ
Ｄ）、エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）などの発光物全般を用いることができる。そし
て、所望の波長域の光のみを照射するために、シャープカットフィルター、バンドパスフ
ィルター、近赤外カットフィルター、ダイクロイックフィルター、干渉フィルター、色温
度変換フィルターなどの各種フィルターを用いることもできる。
　光源等は、図４に示される工程の他に光照射を併用した転写工程、除電工程、クリーニ
ング工程、或いは前露光などの工程を設けることにより、感光体に光が照射される。
【０１６０】
　次に、現像手段６により感光体１上に現像されたトナー像は、記録媒体９に転写される
が、全部が転写されるわけではなく、感光体１上に残存するトナーも生ずる。このような
残存トナーは、ファーブラシ１４及びブレード１５からなるクリーニング手段１６により
、感光体から除去される。クリーニングは、クリーニングブラシだけで行われることもあ
り、クリーニングブラシとしては、ファーブラシ、マグファーブラシを始めとする公知の
ものが用いられる。
【０１６１】
　電子写真感光体に正(負)帯電を施し、画像露光を行うと、感光体表面上には正(負)の静
電潜像が形成される。これを負(正)極性のトナー（検電微粒子）で現像すれば、ポジ画像
が得られるし、また正(負)極性のトナーで現像すれば、ネガ画像が得られる。前記現像手
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段としては、公知の手段が用いられる。
【０１６２】
　除電手段としての除電ランプ２の波長は、感光体が光感度を有する波長領域内であれば
よく、感光体の実用的な光感度波長領域における長波長側のものが好ましい。
【０１６３】
　前記クリーニングブレードの各種条件として、ブレード当接角１０度～３０度、当接圧
力０．３ｇ／ｍｍ～４ｇ／ｍｍ、ブレードとして用いるゴムのゴム硬度６０度～７０度、
反発弾性３０％～７０％、ヤング率３０ｋｇｆ／ｃｍ２～６０ｋｇｆ／ｃｍ２、厚み１．
５ｍｍ～３．０ｍｍ、自由長７ｍｍ～１２ｍｍ、ブレードエッジの感光体への食い込み量
０．２ｍｍ～２ｍｍの範囲が好ましく、このような物性を満たす材質としてウレタンゴム
ブレードが特に好適である。
【０１６４】
　次に、従来の潤滑剤付与手段について説明する。転写効率の向上や、残留する未転写ト
ナーのクリーニング性向上のため、図４のトナークリーニング手段１６内に、図５に示す
ように、感光体１に潤滑剤を付与する潤滑剤付与装置３０を設けている。この潤滑剤付与
装置３０においては、感光体１の近くに固形潤滑剤３３を配設し、感光体１と固形潤滑剤
３３の双方に接触する状態でブラシ状ローラ３４を配設している。そして、潤滑剤供給時
に、ブラシ状ローラ３４を回転させて、固形潤滑剤３３をブラシ状ローラ３４で削り取り
、ブラシ状ローラ３４に付着した固形潤滑剤３３を感光体１の表面に塗布するように構成
されている。
【０１６５】
　図５の潤滑剤付与装置３０では除去されずにトナーが残留している状態の感光体表面に
潤滑剤を塗布することになる。ここで、もともと感光体表面に担持していた画像のうち文
字部にあたる部分は、記録媒体への転写後にも感光体表面に残留トナーが多く存在し、文
字部以外の部分は、実質的には残留トナーは存在していない。そして、残留トナーの付着
量が多いところから、そのトナーと共に多量の潤滑剤がブラシ状ローラ及びクリーニング
位置におけるクリーニングブレードなどによって掻き取られるため、クリーニング位置を
通過後の感光体表面における潤滑剤の塗布量に偏りが生じてしまいやすい。特に同一画像
を連続して出力した場合には、感光体表面のうち残留トナーの多い部分が常に同じである
ため、このような偏りが顕著となる場合がある。また、ブラシ状ローラ等の塗布部材に残
留トナーが付着するため、ブラシ状ローラが汚れてしまい、長期に渡って潤滑剤を均一に
塗布し続けることが困難になりやすい。そして、感光体表面に均一な潤滑剤層が形成でき
ないと、表面の静止摩擦係数（μ）に偏りが生じたり、トナーを転写するために十分低い
値にならなかったりして転写ムラが生じ、文字中抜け、虫喰い、画像ボケ、ボソツキ等の
異常画像が発生する。そのため、ブラシ状ローラに強めに固形潤滑剤を押し当て、感光体
への潤滑剤供給量を増やす必要がある。
【０１６６】
　また、図５に示すクリーニングブレード１５をブラシ状ローラ３４の感光体回転方向上
流に設けて、クリーニング後に潤滑剤塗布を行えば、塗布後の潤滑剤がブラシ状ローラ及
びクリーニングブレードで掻き取られることがないので、塗布後クリーニングの構成での
不具合は防止できる。しかし、潤滑剤が塗布された感光体表面がそのまま転写位置に進入
して転写が行われると、表面の静止摩擦係数（μ）が適正範囲にあるにも関わらず異常画
像が発生してしまう。これは、潤滑剤の粒子は塗布しただけで均一な層となるほど細かく
ないため、感光体表面で層厚にムラが生じ、これがトナーの転写性に影響を及ぼしてしま
うからである。感光体表面に均一な潤滑剤層が形成できないと、表面の静止摩擦係数（μ
）が不均一になったり、トナーを転写するために十分低い値にならなかったりして転写ム
ラが生じ、文字中抜け、虫喰い、画像ボケ、ボソツキ等の異常画像が発生する。
【０１６７】
　次に、図６に示す本発明のクリーニング装置４８の構成を説明する。このクリーニング
装置４８は、クリーニングブレード４８ａ、支持部材４８ｃを備える。クリーニングブレ
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ード４８ａは、ウレタンゴム、シリコーンゴム等のゴムを板状に形成してなり、そのエッ
ジが感光体１表面に当接するようにして設けられ、転写後に残留する感光体１上のトナー
を除去する。
　クリーニングブレード４８ａは、金属、プラスチック、セラミック等からなる支持部材
４８ｃに貼着されて支持され、感光体１表面に対し図６に示す角度で設置される。
【０１６８】
　潤滑剤付与装置４３は、クリーニング装置４８の下流側外部に配置され、感光体１移動
方向上流側にクリーニングブレード４８ａ、同下流側に潤滑剤塗布ブレード４３ｅがそれ
ぞれ配設される。クリーニングブレード４８ａにより残留トナーが除去されてクリーンな
状態の感光体１の表面に、潤滑剤付与装置４３によって塗布された潤滑剤を、その後に潤
滑剤塗布ブレード４３ｅが感光体１表面を摺擦することで引き延ばし、感光体１表面に潤
滑剤の薄層を形成することができる。
　潤滑剤塗布ブレード４３ｅは、金属、プラスチック、セラミック等からなる支持部材４
３ｃに貼着されて支持され、感光体１表面に対し図６に示す角度で設置される。
　なお、図６では潤滑剤塗布ブレード４３ｅがトレールで感光体に当接しているが、カウ
ンター方向で塗布ブレードを当接させてもよい。
【０１６９】
　図６の潤滑剤付与装置４３についてより詳細に説明する。潤滑剤付与装置４３は、感光
体用クリーニング装置４８の下流側外部に設けられ、固形潤滑剤４３ｂと、この固形潤滑
剤４３ｂを感光体１に塗布するためのブラシ状部材としてのブラシ状ローラ４３ａとを備
えている。固形潤滑剤４３ｂは、ステアリン酸亜鉛を主成分とする潤滑油添加剤を溶解し
た後冷却固化させたものであり、バー状に成型されている。固形潤滑剤４３ｂは、潤滑剤
保持部材４３ｄに保持され、塗布装置のハウジング４３ｆに取り付けた加圧バネによって
潤滑剤保持部材４３ｄを介して固形潤滑剤４３ｂをブラシ状ローラ４３ａ側に押し当てて
いる。ブラシ状ローラ４３ａは感光体１に当接して設けられており、ブラシ状ローラ４３
ａの回転によって、固形潤滑剤４３ｂをブラシ状ローラ４３ａ側に掻き取り、ブラシ状ロ
ーラ４３ａに付着した潤滑剤が感光体１との当接部から感光体１表面に付着する。その後
、潤滑剤は塗布ブレード４３ｅによって均一にされる。また、潤滑剤の感光体への供給量
は、固形潤滑剤のブラシ状ローラへ押し当てる加圧バネの加圧力によりコントロール可能
である。
【０１７０】
　図６に示すような潤滑剤付与装置によって、少ない潤滑剤の供給量で潤滑剤を均一に薄
層塗布可能となる。
【０１７１】
　前記固形潤滑剤４３ｂとしては、乾燥した固体疎水性潤滑剤を用いることが可能であり
、該固体疎水性潤滑剤としては、ステアリン酸亜鉛、ステアリン酸アルミニウム、ステア
リン酸カルシウムなどが好適である。
【０１７２】
　次に、図７は、本発明による電子写真プロセスの一例を示す概略図である。感光体２１
は、少なくとも感光層、及び表面保護層を有する本発明の感光体である。感光体２１は駆
動ローラ２２ａ，２２ｂにより駆動され、帯電器２３による帯電、光源２４による像露光
、現像（不図示）、転写チャージャ２５を用いる転写、ブラシ２７によるクリーニング、
光源２８による除電が繰返し行われる。
　図７に示す電子写真プロセスは、光照射工程は、像露光、クリーニング前露光、除電露
光が図示されているが、他に転写前露光、像露光のプレ露光、及びその他公知の光照射工
程を設けて、感光体に光照射を行うこともできる。
【０１７３】
　図８は、本発明における別の実施形態の一例を示す図である。この図８において、感光
体ドラム５６は、図中反時計回りに回転駆動されながら、その表面がコロトロン、スコロ
トロンなどを用いる帯電チャージャ５３によって一様に帯電した後、図示を省略している
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レーザ光学装置から発せられるレーザ光Ｌの走査を受けて静電潜像を担持する。この走査
はフルカラー画像をイエロー、マゼンタ、シアン及びブラックの色情報に分解した単色の
画像情報に基づいてなされるため、感光体ドラム５６上にはイエロー、マゼンタ、シアン
、又はブラックという単色用の静電潜像が形成される。感光体ドラム５６の図中左側には
、リボルバ現像ユニット５０が配設されている。これは、回転するドラム状の筺体の中に
イエロー現像器、マゼンタ現像器、シアン現像器、及びブラック現像器を有しており、回
転によって各現像器を感光体ドラム５６に対向する現像位置に順次移動させる。なお、イ
エロー現像器、マゼンタ現像器、シアン現像器、及びブラック現像器は、それぞれイエロ
ートナー、マゼンタトナー、シアントナー、及びブラックトナーを付着させて静電潜像を
現像するものである。
【０１７４】
　感光体ドラム５６上には、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラック用の静電潜像が順次
形成される。これらはリボルバ現像ユニット５０の各現像器によって順次現像されてイエ
ロートナー像、マゼンタトナー像、シアントナー像、ブラックトナー像となる。
　上記現像位置よりも感光体ドラム５６の回転下流側には中間転写ユニットが配設されて
いる。これは、張架ローラ５９ａ、転写手段たる中間転写バイアスローラ５７、二次転写
バックアップローラ５９ｂ、ベルト駆動ローラ５９ｃによって張架している中間転写ベル
ト５８を、ベルト駆動ローラ５９ｃの回転駆動によって図中時計回りに無端移動させる。
感光体ドラム５６上で現像されたイエロートナー像、マゼンタトナー像、シアントナー像
、及びブラックトナー像は、感光体ドラム５６と中間転写ベルト５８とが接触する中間転
写ニップに進入する。そして、中間転写バイアスローラ５７からのバイアスの影響を受け
ながら、中間転写ベルト５８上に重ね合わせて中間転写されて、４色重ね合わせトナー像
となる。
【０１７５】
　回転に伴って中間転写ニップを通過した感光体ドラム５６表面は、ドラムクリーニング
ユニット５５によって転写残トナーがクリーニングされる。このクリーニングユニット５
５は、クリーニングバイアスが印加されるクリーニングローラによって転写残トナーをク
リーニングするものであるがファーブラシ、マグファーブラシ等からなるクリーニングブ
ラシ、クリーニングブレードなどを用いるものであってもよい。
　転写残トナーがクリーニングされた感光体ドラム５６表面は、除電ランプ５４によって
除電される。除電ランプ５４には、蛍光灯、タングステンランプ、ハロゲンランプ、水銀
灯、ナトリウム灯、発光ダイオード（ＬＥＤ）、半導体レーザ（ＬＤ）、エレクトロルミ
ネッセンス（ＥＬ）などが用いられている。また、上記レーザ光学装置の光源には半導体
レーザが用いられている。これら発せられる光については、シャープカットフィルター、
バンドパスフィルター、近赤外カットフィルター、ダイクロイックフィルター、干渉フィ
ルター、色温度変換フィルターなどの各種フィルターにより、所望の波長域だけを用いる
ようにしてもよい。
　一方、図示しない給紙カセットから送られてきた記録媒体６０を２つのローラ間に挟み
込んでいるレジストローラ対６１は、記録媒体６０を中間転写ベルト５８上の４色重ね合
わせトナー像に重ね合わせ得るタイミングで上記二次転写ニップに向けて送り込む。中間
転写ベルト５８上の４色重ね合わせトナー像は、二次転写ニップ内で紙転写バイアスロー
ラ６３からの二次転写バイアスの影響を受けて記録媒体６０上に一括して二次転写される
。この二次転写により、記録媒体６０上にはフルカラー画像が形成される。
【０１７６】
　フルカラー画像が形成された記録媒体６０は、転写ベルト６２によって紙搬送ベルト６
４に送られる。搬送ベルト６４は、転写ユニットから受け取った記録媒体６０を定着装置
６５内に送り込む。定着装置６５は、送り込まれた記録媒体６０を加熱ローラとバックア
ップローラとの当接によって形成された定着ニップに挟み込みながら搬送する。記録媒体
６０上のフルカラー画像は、加熱ローラからの加熱や、定着ニップ内での加圧力の影響を
受けて転写紙６０上に定着される。
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　なお、図示を省略しているが、転写ベルト６２及び搬送ベルト６４には、記録媒体６０
を吸着させるためのバイアスが印加されている。また、記録媒体６０を除電する紙除電チ
ャージャ、各ベルト（中間転写ベルト５８、転写ベルト６２、搬送ベルト６４）を除電す
る３つのベルト除電チャージャが配設されている。また、中間転写ユニットは、ドラムク
リーニングユニット５５と同様の構成のベルトクリーニングユニットも備えており、これ
によって中間転写ベルト５８上の転写残トナーをクリーニングする。
【０１７７】
　次に、図９は、本発明における別の実施形態を示す概略図である。この画像形成装置は
、いわゆるタンデム方式のプリンタであり、図８のように感光体ドラム８０を各色で共有
させるのではなく、シアン（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）、イエロー（Ｙ）、及びブラック（Ｋ
）の４色それぞれ用の感光体ドラム８０Ｙ、８０Ｍ、８０Ｃ、８０Ｂｋを備えている。ま
た、ドラムクリーニングユニット８５、除電ランプ８３、及び帯電チャージャ８４につい
ても、シアン（Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）、イエロー（Ｙ）、及びブラック（Ｋ）の４色のも
のを備えている。
　前記タンデム型では、各色の静電潜像形成及び現像を並行して行うことができるため、
前記リボルバ型よりも画像形成速度を遙かに高速化させることができる。
【０１７８】
　以上説明した画像形成装置における画像形成手段は、複写装置、ファクシミリ、プリン
タ内に固定して組み込まれていてもよいが、以下に説明するプロセスカートリッジの形で
画像形成装置内に組み込まれてもよい。
【０１７９】
（プロセスカートリッジ）
　本発明のプロセスカートリッジは、帯電手段、露光手段、現像手段、転写手段、クリー
ニング手段、及び除電手段から選択される少なくとも１つの手段と、電子写真感光体とを
有し、画像形成装置本体に着脱可能なものである。
　前記電子写真感光体が、本発明の前記電子写真感光体である。
【０１８０】
　ここで、図１０は、本発明のプロセスカートリッジを備えた画像形成装置の構成を示す
概略図である。
　感光体１０１は、支持体上に、少なくとも感光層、及び表面保護層を有する本発明の感
光体である。１０３は帯電手段、１０２は現像手段、１０７は転写手段、１０５はクリー
ニング手段を示す。
　本発明においては、上述の感光体１０１、帯電手段３０３、現像手段３０４、及びクリ
ーニング手段３０５等の構成要素のうち、少なくとも感光体３０２及び現像手段３０４を
プロセスカートリッジとして一体に結合して構成し、このプロセスカートリッジを複写機
、プリンタ等の画像形成装置本体に対して着脱可能に構成することができる。
【０１８１】
　以上説明したような本発明の構成とすることにより、表面保護層にフィラーを含有する
電子写真感光体の初期残留電位を低減してより高速な画像形成装置を実現できる。また、
画像ボケによる画像劣化及び残留電位上昇を抑制し、長期間の繰り返し使用に対しても高
画質画像が安定に形成できる電子写真感光体及びその製造方法、並びに画像形成装置及び
プロセスカートリッジを提供することが可能となる。
【実施例】
【０１８２】
　以下、本発明の実施例を説明するが、本発明は、これらの実施例に何ら限定されるもの
ではない。
【０１８３】
（合成例１）
－チタニルフタロシアニン結晶の合成－
　チタニルフタロシアニン結晶の合成は、特開２００４－８３８５９号公報に記載の方法
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に準じて行った。即ち、１，３－ジイミノイソインドリン２９２ｇと、スルホラン１８０
０ｇを混合し、窒素気流下でチタニウムテトラブトキシド２０．４ｇを滴下した。滴下終
了後、徐々に１８０℃まで昇温し、反応温度を１７０℃～１８０℃の間に保ちながら５時
間撹拌して反応を行った。反応終了後、放冷した後、析出物を濾過し、クロロホルムで粉
体が青色になるまで洗浄した。次に、メタノールで数回洗浄し、更に８０℃の熱水で数回
洗浄した後乾燥し、粗チタニルフタロシアニンを得た。
　得られた粗チタニルフタロシアニンを２０倍量の濃硫酸に溶解し、１００倍量の氷水に
撹拌しながら滴下し、析出した結晶を濾過した。次いで、洗浄液が中性になるまでイオン
交換水（ｐＨ：７．０、比伝導度：１．０μＳ／ｃｍ）により水洗いを繰り返し（洗浄後
のイオン交換水のｐＨ値は６．８、比伝導度は２．６μＳ／ｃｍであった）、チタニルフ
タロシアニン顔料のウェットケーキ（水ペースト）を得た。
【０１８４】
　得られたウェットケーキ（水ペースト）４０ｇをテトラヒドロフラン２００ｇに投入し
、室温下でホモミキサー（ケニス社製、ＭＡＲＫＩＩｆモデル）により強烈に撹拌（２０
００ｒｐｍ）し、ペーストの色が濃紺色から淡い青色に変化したら（撹拌開始後２０分）
、撹拌を停止し、直ちに減圧濾過を行った。濾過装置上で得られた結晶をテトラヒドロフ
ランで洗浄し、顔料のウェットケーキを得た。これを減圧下（５ｍｍＨｇ）、７０℃で２
日間乾燥して、チタニルフタロシアニン結晶８．５質量部を得た。これを顔料１とする。
前記ウェットケーキの固形分濃度は、１５質量％であった。結晶変換溶媒は、前記ウェッ
トケーキに対する質量比で３３倍の量を用いた。
　なお、合成例１の原材料には、ハロゲン含有化合物を使用していない。得られたチタニ
ルフタロシアニン粉末を、下記の条件によりＸ線回折スペクトル測定したところ、Ｃｕ－
Ｋα線（波長１．５４２Å）に対するブラッグ角２θが２７．２±０．２°に最大ピーク
と最低角７．３±０．２°にピークを有し、更に９．４±０．２°、９．６±０．２°、
２４．０±０．２°に主要なピークを有し、かつ７．３°のピークと９．４°のピークの
間にピークを有さず、更に２６．３°にピークを有さないチタニルフタロシアニン粉末を
得られた。結果を図１１に示す。
＜Ｘ線回折スペクトル測定条件＞
　　・Ｘ線管球：Ｃｕ
　　・電圧：５０ｋＶ
　　・電流：３０ｍＡ
　　・走査速度：２°／分
　　・走査範囲：３°～４０°
　　・時定数：２秒
【０１８５】
　次に、市販のビーズミル分散機に直径０．５ｍｍのＰＳＺボールを用い、ポリビニルブ
チラールを溶解した２－ブタノン溶液及び上記顔料を投入し、ローター回転数１２００ｒ
．ｐ．ｍ．にて３０分間分散を行い、顔料分散液を作製した。
【０１８６】
　以下の実施例及び比較例において、感光層及び表面保護層における電荷輸送物質の酸化
電位は、以下のようにして測定したものである。
＜電荷輸送物質の酸化電位＞
　測定対象の電荷輸送物質を所定量の塩化メチレンと過塩素酸テトラブチルアンモニウム
、過塩素酸テトラエチルアンモニウム等の無関係塩（支持電解質）を加えて溶解し、被検
液とした。この被検液を、ポーラログラフ、或いはサイクリックボルタムメトリー等の電
気化学的分析手段により、目的とする物質の酸化電位を測定した。前記電気化学的分析に
ついては、Ａ．Ｊ．Ｂａｒｄ，Ｌ．Ｒ．Ｆａｕｌｋｎｅｒ著「Ｅｌｅｃｔｒｏｃｈｅｍｉ
ｃａｌ　Ｍｅｔｈｏｄｓ」Ｗｉｌｅｙ社１９８０年刊等の成書に詳しい。本実施例では、
作用電極に滴下水銀電極、対極に白金、参照電極に飽和甘コウ電極（ＳＣＥ）を用い、ポ
テンショスタットを用いた電位走査法で測定した。
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（実施例１）
－電子写真感光体の作製－
　直径３０ｍｍアルミニウムシリンダー上に、下記組成の下引き層塗工液、電荷発生層塗
工液、及び電荷輸送層塗工液を浸漬塗工によって順次塗布し、乾燥させて、厚み３．５μ
ｍの下引き層、厚み０．２μｍの電荷発生層、及び厚み２５μｍの電荷輸送層をそれぞれ
形成した。なお、各層の乾燥条件は、下引き層は１３０℃、電荷発生層は９０℃、電荷輸
送層は１３５℃とし、各２０分間乾燥を行った。
【０１８８】
 ＜下引き層塗工液の組成＞
　・酸化チタン（ＣＲ－ＥＬ：石原産業社製、平均一次粒径：約０．２５μｍ）・・・４
０部 
　・アルキッド樹脂（ベッコライトＭ－６４０１－５０（固形分 ５０％）、大日本イン
キ化学工業製）・・・１２部 
　・メラミン樹脂（スーパーベッカミンＧ－８２１－６０（固形分　６０％）、大日本イ
ンキ化学工業製）・・・６．７部 
　・２－ブタノン・・・４０部 
【０１８９】
＜電荷発生層塗工液の組成＞
　・図１１のＸ線回折スペクトルを示すチタニルフタロシアニン（イオン化ポテンシャル
　５．２７ｅＶ）・・・８質量部
　・ポリビニルブチラール・・・５質量部
　・２－ブタノン・・・４００質量部
【０１９０】
＜電荷輸送層塗工液の組成＞
　・ポリカーボネート（Ｚポリカ、帝人化成株式会社製）・・・１０質量部
　・下記構造式で示される電荷輸送物質（酸化電位：０．７５Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：
１９３℃）・・・８質量部
　・シリコーンオイルのテトラヒドロフラン溶液（ＫＦ－５０（１００ｃｓ））：信越化
学工業製）・・・０．２部
・    テトラヒドロフラン・・・１００質量部
【化１０４】

【０１９１】
　次に、電荷輸送層上に、下記組成の表面保護層塗工液をスプレー塗工によって、厚み５
．０μｍの表面保護層を形成した。表面保護層の乾燥条件は、１３５℃、２０分間とした
。以上により、実施例１の電子写真感光体を作製した。
【０１９２】
＜表面保護層塗工液の組成＞
　・アルミナフィラー（平均一次粒径＝０．３μｍ、スミコランダムＡＡ－０３、住友化
学工業株式会社製）・・・１質量部
　・不飽和ポリカルボン酸ポリマー溶液（酸価＝１８０ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分５０質量
％、ＢＹＫ－Ｐ１０４、ＢＹＫケミー社製）・・・０．０２質量部
　・下記構造式で表される化合物Ｎｏ．２・・・１．８質量部
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【化１０５】

　・下記構造式で表される電荷輸送物質（酸化電位：０．８９Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：
９３．５℃）・・・３質量部

【化１０６】

　・ポリカーボネート（Ｚポリカ、帝人化成株式会社製）・・・５質量部
　・テトラヒドロフラン・・・２５０質量部
　・シクロペンタノン・・・７０質量部
【０１９３】
（実施例２）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、電荷輸送層の電荷輸送物質を下記構造式で表される電荷輸送物質（
酸化電位：０．７４Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１８３℃）とした以外は、実施例１と同様
にして、実施例２の電子写真感光体を作製した。
【化１０７】

【０１９４】
（実施例３）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、電荷輸送層の電荷輸送物質を下記構造式で表される電荷輸送物質（
酸化電位：０．７３Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：２１１℃）とし、表面保護層塗工液を下記
の組成の表面保護層塗工液に変更した以外は、実施例１と同様にして、実施例３の電子写
真感光体を作製した。
【化１０８】

＜表面保護層塗工液の組成＞
　・アルミナフィラー（平均一次粒径＝０．３μｍ、スミコランダムＡＡ－０３、住友化
学工業株式会社製）・・・１質量部
　・不飽和ポリカルボン酸ポリマー溶液（酸価＝１８０ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分５０質量
％、ＢＹＫ－Ｐ１０４、ＢＹＫケミー社製）・・・０．０２質量部
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　・下記構造式で表される化合物Ｎｏ．９・・・０．６質量部
【化１０９】

　・下記構造式で表される電荷輸送物質（酸化電位：０．８９Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：
９３．５℃）・・・３質量部
【化１１０】

　・ポリカーボネート（Ｚポリカ、帝人化成株式会社製）・・・５質量部
　・テトラヒドロフラン・・・２５０質量部
　・シクロペンタノン・・・７０質量部
【０１９５】
（実施例４）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、電荷輸送層の電荷輸送物質を下記構造式で表される電荷輸送物質（
酸化電位：０．７３Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：２１１℃）とした以外は、実施例１と同様
にして、実施例４の電子写真感光体を作製した。
【化１１１】

【０１９６】
（実施例５）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される電荷輸送物質（
酸化電位：０．８０Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１３９．５℃）とした以外は、実施例１と
同様にして、実施例５の電子写真感光体を作製した。

【化１１２】

【０１９７】
（実施例６）
－電子写真感光体の作製－
　実施例２において、表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される電荷輸送物質（
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同様にして、実施例６の電子写真感光体を作製した。
【化１１３】

【０１９８】
（実施例７）
－電子写真感光体の作製－
　実施例３において、表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される電荷輸送物質（
酸化電位：０．８０Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１３９．５℃）とした以外は、実施例３と
同様にして、実施例７の電子写真感光体を作製した。

【化１１４】

【０１９９】
（実施例８）
－電子写真感光体の作製－
　実施例４において、表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される電荷輸送物質（
酸化電位：０．８０Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１３９．５℃）とした以外は、実施例４と
同様にして、実施例８の電子写真感光体を作製した。

【化１１５】

【０２００】
（実施例９）
－電子写真感光体の作製－
　実施例２において、表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される電荷輸送物質（
酸化電位：０．７６Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１６５．５℃）とした以外は、実施例２と
同様にして、実施例９の電子写真感光体を作製した。
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【化１１６】

【０２０１】
（実施例１０）
－電子写真感光体の作製－
　実施例３において、表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される電荷輸送物質（
酸化電位：０．７６Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１６５．５℃）とした以外は、実施例３と
同様にして、実施例１０の電子写真感光体を作製した。

【化１１７】

【０２０２】
（実施例１１）
－電子写真感光体の作製－
　実施例４において、表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される電荷輸送物質（
酸化電位：０．７６Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１６５．５℃）とした以外は、実施例４と
同様にして、実施例１１の電子写真感光体を作製した。

【化１１８】

【０２０３】
（実施例１２）
－電子写真感光体の作製－
　実施例７において、電荷輸送層の電荷輸送物質を下記構造式で表される電荷輸送物質（
酸化電位：０．７１Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：２１４℃）とした以外は、実施例７と同様
にして、実施例１２の電子写真感光体を作製した。

【化１１９】

【０２０４】
（実施例１３）
－電子写真感光体の作製－
　実施例７において、電荷輸送層の電荷輸送物質を下記構造式で表される電荷輸送物質（
酸化電位：０．６７Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１７８℃）とした以外は、実施例７と同様
にして、実施例１３の電子写真感光体を作製した。
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【化１２０】

【０２０５】
（実施例１４）
－電子写真感光体の作製－
　実施例３において、表面保護層の膜厚を３ｕｍとした以外は、実施例３と同様にして、
実施例１４の電子写真感光体を作製した。
【０２０６】
（実施例１５）
－電子写真感光体の作製－
　実施例３において、表面保護層の膜厚を８ｕｍとした以外は、実施例３と同様にして、
実施例１５の電子写真感光体を作製した。
【０２０７】
（実施例１６）
－電子写真感光体の作製－
　実施例６において、表面保護層の乾燥条件を１４５℃、２０分間とした以外は、実施例
６と同様にして、実施例１６の電子写真感光体を作製した。
【０２０８】
（比較例１）
－電子写真感光体の作製－
　直径３０ｍｍアルミニウムシリンダー上に、下記組成の下引き層塗工液、電荷発生層塗
工液、及び電荷輸送層塗工液を浸漬塗工によって順次塗布し、乾燥させて、厚み３．５μ
ｍの下引き層、厚み０．２μｍの電荷発生層、及び厚み２５μｍの電荷輸送層をそれぞれ
形成した。なお、各層の乾燥条件は、下引き層は１３０℃、電荷発生層は９０℃、電荷輸
送層は１３５℃とし、各２０分間乾燥を行った。
【０２０９】
＜下引き層塗工液の組成＞
　・酸化チタン（ＣＲ－ＥＬ：石原産業社製、平均一次粒径：約０．２５μｍ）・・・４
０部 
　・アルキッド樹脂（ベッコライトＭ－６４０１－５０（固形分 ５０％）、大日本イン
キ化学工業製）・・・１２部 
　・メラミン樹脂（スーパーベッカミンＧ－８２１－６０（固形分　６０％）、大日本イ
ンキ化学工業製）・・・６．７部 
　・２－ブタノン・・・４０部
【０２１０】
＜電荷発生層塗工液の組成＞
　・図１１のＸ線回折スペクトルを示すチタニルフタロシアニン（イオン化ポテンシャル
　５．２７ｅＶ）・・・８質量部
　・ポリビニルブチラール・・・５質量部
　・２－ブタノン・・・４００質量部
【０２１１】
＜電荷輸送層塗工液の組成＞
　・ポリカーボネート（Ｚポリカ、帝人化成株式会社製）・・・１０質量部
　・下記構造式で示される電荷輸送物質（酸化電位：０．８９Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：
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　・シリコーンオイルのテトラヒドロフラン溶液（ＫＦ－５０（１００ｃｓ））：信越化
学工業製）・・・０．２部
・    テトラヒドロフラン・・・１００質量部
【化１２１】

【０２１２】
　次に、電荷輸送層上に、下記組成の表面保護層塗工液をスプレー塗工によって、厚み５
．０μｍの表面保護層を形成した。表面保護層の乾燥条件は、１５０℃、２０分間とした
。以上により、比較例１の電子写真感光体を作製した。
【０２１３】
＜表面保護層塗工液の組成＞
　・アルミナフィラー（平均一次粒径＝０．３μｍ、スミコランダムＡＡ－０３、住友化
学工業株式会社製）・・・１質量部
　・不飽和ポリカルボン酸ポリマー溶液（酸価＝１８０ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分５０質量
％、ＢＹＫ－Ｐ１０４、ＢＹＫケミー社製）・・・０．０２質量部
　・下記構造式で表される化合物Ｎｏ．９・・・０．６質量部

【化１２２】

　・下記構造式で表される電荷輸送物質（酸化電位：０．８９Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：
９３．５℃）・・・３質量部

【化１２３】

　・ポリカーボネート（Ｚポリカ、帝人化成株式会社製）・・・５質量部
　・テトラヒドロフラン・・・２５０質量部
　・シクロヘキサノン・・・７０質量部
【０２１４】
（比較例２）
－電子写真感光体の作製－
　比較例１において、表面保護層塗工液を下記の組成の表面保護層塗工液に変更した以外
は、比較例１と同様にして、比較例２の電子写真感光体を作製した。
＜表面保護層塗工液の組成＞
　・アルミナフィラー（平均一次粒径＝０．３μｍ、スミコランダムＡＡ－０３、住友化
学工業株式会社製）・・・１質量部
　・不飽和ポリカルボン酸ポリマー溶液（酸価＝１８０ｍｇＫＯＨ／ｇ、固形分５０質量
％、ＢＹＫ－Ｐ１０４、ＢＹＫケミー社製）・・・０．０２質量部
　・下記構造式で表される化合物Ｎｏ．２・・・１．８質量部
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【化１２４】

　・下記構造式で表される電荷輸送物質（酸化電位：０．８９Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：
９３．５℃）・・・１．８質量部

【化１２５】

　・ポリカーボネート（Ｚポリカ、帝人化成株式会社製）・・・５質量部
　・テトラヒドロフラン・・・２５０質量部
　・シクロヘキサノン・・・７０質量部
【０２１５】
（比較例３）
－電子写真感光体の作製－
　比較例１において、電荷輸送層及び表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される
電荷輸送物質（酸化電位：０．８０Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１３９．５℃）とした以外
は、比較例１と同様にして、比較例３の電子写真感光体を作製した。
【化１２６】

【０２１６】
（比較例４）
－電子写真感光体の作製－
　比較例２において、電荷輸送層及び表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される
電荷輸送物質（酸化電位：０．８０Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１３９．５℃）とした以外
は、比較例２と同様にして、比較例４の電子写真感光体を作製した。

【化１２７】

【０２１７】
（比較例５）
－電子写真感光体の作製－
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　比較例１において、電荷輸送層及び表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される
電荷輸送物質（酸化電位：０．７６Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１６５．５℃）とした以外
は、比較例１と同様にして、比較例５の電子写真感光体を作製した。
【化１２８】

【０２１８】
（比較例６）
－電子写真感光体の作製－
　比較例２において、電荷輸送層及び表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される
電荷輸送物質（酸化電位：０．７６Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１６５．５℃）とした以外
は、比較例２と同様にして、比較例６の電子写真感光体を作製した。

【化１２９】

【０２１９】
（比較例７）
－電子写真感光体の作製－
　比較例１において、電荷輸送層及び表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される
電荷輸送物質（酸化電位：０．７５Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１９３℃）とした以外は、
比較例１と同様にして、比較例７の電子写真感光体を作製した。
【化１３０】

【０２２０】
（比較例８）
－電子写真感光体の作製－
　比較例２において、電荷輸送層及び表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される
電荷輸送物質（酸化電位：０．７５Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１９３℃）とした以外は、
比較例２と同様にして、比較例８の電子写真感光体を作製した。

【化１３１】

【０２２１】
（比較例９）
－電子写真感光体の作製－
　比較例１において、電荷輸送層及び表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される
電荷輸送物質（酸化電位：０．７４Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１８３℃）とした以外は、



(77) JP 5391875 B2 2014.1.15

10

20

30

40

50

比較例１と同様にして、比較例９の電子写真感光体を作製した。
【化１３２】

【０２２２】
（比較例１０）
－電子写真感光体の作製－
　比較例２において、電荷輸送層及び表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される
電荷輸送物質（酸化電位：０．７４Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：１８３℃）とした以外は、
比較例２と同様にして、比較例１０の電子写真感光体を作製した。

【化１３３】

【０２２３】
（比較例１１）
－電子写真感光体の作製－
　比較例１において、電荷輸送層及び表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される
電荷輸送物質（酸化電位：０．７３Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：２１１℃）とした以外は、
比較例１と同様にして、比較例１１の電子写真感光体を作製した。

【化１３４】

【０２２４】
（比較例１２）
－電子写真感光体の作製－
　比較例２において、電荷輸送層及び表面保護層の電荷輸送物質を下記構造式で表される
電荷輸送物質（酸化電位：０．７３Ｖ　ｖｓ　ＳＣＥ、融点：２１１℃）とした以外は、
比較例２と同様にして、比較例１２の電子写真感光体を作製した。
【化１３５】

【０２２５】
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（比較例１３）
－電子写真感光体の作製－
　実施例１において、表面保護層塗工液のシクロペンタノンをシクロヘキサノンとし、表
面保護層の乾燥条件を１５０℃、２０分間としたこと以外は、実施例１と同様にして、比
較例１３の電子写真感光体を作製した。
【０２２６】
（比較例１４）
－電子写真感光体の作製－
　実施例２において、表面保護層塗工液のシクロペンタノンをシクロヘキサノンとし、表
面保護層の乾燥条件を１５０℃、２０分間としたこと以外は、実施例２と同様にして、比
較例１４の電子写真感光体を作製した。
【０２２７】
（比較例１５）
－電子写真感光体の作製－
　実施例３において、表面保護層塗工液のシクロペンタノンをシクロヘキサノンとし、表
面保護層の乾燥条件を１５０℃、２０分間としたこと以外は、実施例３と同様にして、比
較例１５の電子写真感光体を作製した。
【０２２８】
（比較例１６）
－電子写真感光体の作製－
　実施例４において、表面保護層塗工液のシクロペンタノンをシクロヘキサノンとし、表
面保護層の乾燥条件を１５０℃、２０分間としたこと以外は、実施例４と同様にして、比
較例１６の電子写真感光体を作製した。
【０２２９】
（比較例１７）
－電子写真感光体の作製－
　実施例６において、表面保護層塗工液のシクロペンタノンをシクロヘキサノンとし、表
面保護層の乾燥条件を１５０℃、２０分間としたこと以外は、実施例６と同様にして、比
較例１７の電子写真感光体を作製した。
【０２３０】
（比較例１８）
－電子写真感光体の作製－
　実施例９において、表面保護層塗工液のシクロペンタノンをシクロヘキサノンとし、表
面保護層の乾燥条件を１５０℃、２０分間としたこと以外は、実施例９と同様にして、比
較例１８の電子写真感光体を作製した。
【０２３１】
（比較例１９）
－電子写真感光体の作製－
　比較例１４において、表面保護層の乾燥条件を１６０℃、２０分間としたこと以外は、
比較例１４と同様にして、比較例１９の電子写真感光体を作製した。
【０２３２】
（比較例２０）
－電子写真感光体の作製－
　比較例１７において、表面保護層の乾燥条件を１６０℃、２０分間としたこと以外は、
比較例１７と同様にして、比較例２０の電子写真感光体を作製した。
【０２３３】
（比較例２１）
－電子写真感光体の作製－
　比較例１８において、表面保護層の乾燥条件を１６０℃、２０分間としたこと以外は、
比較例１８と同様にして、比較例２１の電子写真感光体を作製した。
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（比較例２２）
－電子写真感光体の作製－
　実施例６において、表面保護層塗工液に化合物Ｎｏ．２を添加しないこと以外は、実施
例６と同様にして、比較例２２の電子写真感光体を作製した。
【０２３５】
（比較例２３）
－電子写真感光体の作製－
　実施例６において、表面保護層塗工液にアルミナフィラー及び不飽和ポリカルボン酸ポ
リマー溶液を添加しないこと以外は、実施例６と同様にして、比較例２３の電子写真感光
体を作製した。
【０２３６】
＜画像形成装置による評価＞
　以上のように作製した比較例１～２１及び実施例１～１５の各電子写真感光体を、プロ
セスカートリッジに装着し、帯電方式をコロナ帯電方式（スコロトロン型）、画像露光光
源を７８０ｎｍの半導体レーザとしたデジタル書き込み方式のフルカラープリンター（Ｉ
ＰＳｉＯ　ＣＸ８１００、株式会社リコー製）改造機を用いて、暗部電位８００（－Ｖ）
に設定した後、レーザ像面エネルギー０．３５（μＪ／ｃｍ２）に調整した後、６００ｄ
ｐｉ相当、Ａ４横サイズ、画像面積率５％となるテスト画像を出力するランニング試験を
１０万枚行い、印刷中の画像についての画像品質（文字ボケ）の評価を目視で行った。ま
た、初期及び１０万枚印刷後の明部電位ＶＬを測定した。更に、渦電流式膜厚計（フィッ
シャー社製、フィッシャースコープＭＭＳ）を用いて初期及び１０万枚印刷後での膜厚差
より摩耗量の評価を行った。結果を表３に示す。
【０２３７】
＜画像ボケ評価＞
　得られた各電子写真感光体の一部にテフロン（登録商標）テープを貼り、５０ｐｐｍの
窒素酸化物ガス濃度に調整されたデシケータ中に７日間放置した後に中間調濃度の画像を
前記フルカラープリンター（ＩＰＳｉＯ　ＣＸ８１００改造機、株式会社リコー製）にて
出力した。このテープ貼部とテープ非貼部の画像濃度差を画像ボケの指標として評価した
。画像濃度は、測色計（エックスライト社製、Ｘ－Ｒｉｔｅ９３９）で測定した。結果を
表３に示す。
【０２３８】
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【表３】

　表３中、酸化電位差は、（表面保護層における電荷輸送物質の酸化電位）－（電荷輸送
層における電荷輸送物質の酸化電位）を表す。
【０２３９】
　表３の結果から、前記一般式（３）で表される、正孔移動度が高く、酸化電位の低い電
荷輸送物質を感光層及び表面保護層に含有させると（比較例９～１２）、初期ＶＬの低減
と繰り返し使用によるＶＬ上昇の抑制に効果はあるものの、繰り返し使用及び周辺環境に
より生じるオゾン、ＮＯｘ、又はその他の酸化性物質による画像ボケが顕著に発生した。
また、表面保護層に含有される電荷輸送物質の酸化電位が低くなるにつれ、画像ボケが発
生しやすくなることが分かった。
　これに対し、感光層に酸化電位の低い電荷輸送物質を含有させ、表面保護層に感光層に
含有される電荷輸送物質よりも酸化電位の高い電荷輸送材物質を含有させると（実施例１
～１６）、両層に含有される電荷輸送物質の酸化電位の差が電荷の注入障壁となり電荷輸
送効率が落ち、初期ＶＬ及び繰り返し使用時のＶＬ上昇が大きくなると一般的に考えられ



(81) JP 5391875 B2 2014.1.15

10

20

30

40

50

たが、このような感光層、表面保護層の構成であっても、８μｍ程度までの厚さの表面保
護層であれば、初期ＶＬ及び繰り返し使用時のＶＬ上昇は抑制できることが分かった。
　更に比較例１３～１８の結果と実施例１～４、及び６、９を比較すると、表面保護層塗
工液に用いられる塗工溶媒としては、シクロヘキサノン／テトラヒドロフランよりも、シ
クロペンタノン／テトラヒドロフランのほうが、初期ＶＬ、繰り返し使用によるＶＬ変動
、画像ボケに優れることが分かった。これは主に沸点の低いシクロペンタノンを用いるこ
とにより、表面保護層形成時のウエット状態における電荷輸送層からの低酸化電位電荷輸
送物質が表面保護層へ染み出しにくくなっているものと推定される。
　また、比較例１４、１７、１８、と比較例１９、２０、２１のそれぞれの結果では、表
面保護層の乾燥温度が高いと、初期ＶＬ、繰り返し使用によるＶＬ変動及び画像ボケが悪
くなっている傾向を示すことから、表面保護層の成膜後の乾燥時おいても、電荷輸送層か
ら表面保護層への電荷輸送物質の染み出しが起こることが推定される。
　表面保護層塗工液の溶媒としてシクロペンタノン／テトラヒドロフランを用いることに
よって、電荷輸送層から表面保護層への電荷輸送物質の染み出しを、表面保護層の成膜工
程及び乾燥工程で低減可能となるといえる。
　以上のように、感光層が前記一般式（３）で表される電荷輸送物質を含有し、表面保護
層が、感光層に含有される電荷輸送物質よりも高い酸化電位の電荷輸送物質を含有し、更
に表面保護層に前記一般式（１）及び（２）のいずれかで表される化合物を含有させ、表
面保護層をシクロペンタノンとテトラヒドロフランを含有する表面保護層塗工液から形成
することにより、画像ボケが抑制し、かつ繰り返し使用による残留電位上昇も同時に抑制
でき、高耐久化を図るために表面保護層にフィラーを含有する電子写真感光体において、
画像ボケによる画像劣化及び残留電位上昇を解決でき、高画質画像が安定に得られること
が確認できた。
【産業上の利用可能性】
【０２４０】
　本発明の電子写真感光体は、初期残留電位を低減してより高速な画像形成装置を実現し
、また、画像ボケによる画像劣化及び残留電位上昇を抑制し、長期間の繰り返し使用に対
しても高画質画像が安定に形成できるので、電子写真方式のレーザープリンタ、デジタル
複写機、フルカラー複写機、フルカラーレーザープリンタなどに好適である。
【符号の説明】
【０２４１】
　　　１　　　電子写真感光体
　　　２　　　除電ランプ
　　　３　　　帯電チャージャ
　　　５　　　露光部
　　　６　　　現像手段
　　　７　　　転写前チャージャ
　　　９　　　記録媒体
　　１０　　　転写チャージャ
　　１１　　　分離チャージャ
　　１３　　　クリーニング前チャージャ
　　１４　　　ファーブラシ
　　１５　　　ブレード
　　１６　　　クリーニング手段
　　２１　　　感光体
　　２２ａ、２２ｂ　　　駆動ローラ
　　２３　　　帯電器
　　２４　　　光源
　　２５　　　転写チャージャ
　　２７　　　ブラシ
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　　２８　　　光源
　　３０　　　潤滑剤付与装置
　　３３　　　固形潤滑剤
　　３４　　　ブラシ状ローラ
　　４３　　　潤滑剤付与装置
　　４８　　　クリーニング装置
　　５３　　　帯電チャージャ
　　５４　　　除電ランプ
　　５６　　　感光体ドラム
　　５８　　　中間転写ベルト
　　６０　　　記録媒体
　　６２　　　転写ベルト
　　６４　　　搬送ベルト
　　６５　　　定着装置
　　８０　　　感光体ドラム
　　８３　　　除電ランプ
　　８４　　　帯電チャージャ
　　８５　　　クリーニングユニット
　１０１　　　感光体
　１０２　　　露光手段
　１０３　　　帯電手段
　１０５　　　クリーニング手段
　１０６　　　現像手段
　１０７　　　転写手段
　２０１　　　支持体
　２０２　　　感光層
　２０３　　　電荷発生層
　２０４　　　電荷輸送層
　２１０　　　表面保護層
　３０１　　　光源
　３０１ａ　　発光点
　３０２　　　コリメートレンズ
　３０３　　　シリンドリカルレンズ
　３０４　　　アパーチャー
　３０５　　　回転多面鏡（ポリゴン・ミラー）
　３０６ａ　　第１走査レンズ
　３０６ｂ　　第２走査レンズ
　３０７ａ　　第１反射鏡
　３０７ｂ　　第２反射鏡
　３０７ｃ　　第３反射鏡
　３０８　　　感光体
　３０９　　　走査線
【先行技術文献】
【特許文献】
【０２４２】
【特許文献１】特開昭５３－１３３４４４号公報
【特許文献２】特開昭５５－１５７７４８号公報
【特許文献３】特開昭５７－３０８４６号公報
【特許文献４】特開平２－４２７５号公報
【特許文献５】特開平４－２８１４６１号公報
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